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第 1 章 序論 

 

１－１ 背景 

 

１－１－１ 所得格差の拡大 

1980 年代から〃様々な統計が日本の所得格差の拡大を示すようになった（内閣府 2005）〄

その背景には 1990 年代の経済危機やバブル崩壊〃その後の失業率の上昇や長引く不況があ

る〄そして 2000 年代に入ると〃所得などの経済的な格差から教育や医療〃雇用面での格差〃

さらには格差の固定化などに社会的な関心が集まるようになった〄しかし〃大竹(2003)は用

いるデータや期間によって影響の大きさは異なるとした上で〃日本の格差拡大は人口高齢

化や世帯規模の縮小による見かけ上のものであると指摘した〄こうした見解に対しては橋

本(2009)のように貧困高齢者の増大を危惧する声もあるが〃最近になって格差拡大は人口動

態要因だけでなく〃若年層を中心とした非正規雇用者の増加による要因も大きいことが認

められるようになった（内閣府 2009）〄さらに〃競争によるコストの削減を導いたグローバ

ル化や IT 化などもこれらの要因とされている（町村 2009）〄また〃こうした格差の一つの

表れ方として地域格差も様々な場面で論じられるようになってきた〄 

 

１－１－２ 都市内格差 

地域格差の議論はおもに地域間格差と地域内格差に分けられる〄地域内格差は都市と地

方〃もしくは中心都市と周辺都市との関係に焦点が当てられることが多い〄ところが一つ

の都市内においても貧困層と富裕層が同居している〄都市居住者にとっては遠く離れた地

域との格差よりも〃こうした日常に存在する格差のほうがリゕルで実感のあるものではな

いだろうか〄豊田(1999)は住宅統計調査を用いて低所得層世帯と高所得世帯の構成比につい

て分析し1)〃東京 23 区間での空間的な分極化を指摘している〄試しにそれにならって最新

のデータ（2003 年）からそれを検討してみると〃同様の傾向が続いていることが分かる（図

１－１）〄しかしこのデータだけでは〃大田区のように高所得層と低所得層の割合がほぼ均

等で標準的な地域でも〃その中で各階層が偏りなく混住しているとはいえない〄 

既存の統計データからこうしたミクロな実態を観察するのは難しい〄そこで〃社会地図

研究（倉沢々浅川編 2004）などの手法は有効である〄実際に〃第３章で述べる手法を用い

て町丁目レベルでの世帯所得分布の推定を試みたものが図１－２である2)〄やはり所得によ

る居住地の分化に関しては市区町村より小さなレベルで起きていると思われる〄平均水準

だけでなく〃各階層がどこに集積しているかも気になるところであるが〃こちらもかなり

小さなレベルで集積しているように思われる（図１－３, 図１－４）〄 

しかし〃地図化だけではそれが大きいもしくは小さいといえるのか〃またそれを生み出

                                                   
1)

 首都圏 1 都 3県の世帯収入下位 20%に含まれる世帯を低所得層〃上位 20%に含まれる世帯を高所得層と定義し〃各区

の世帯収入の分布から逆の手続きで各所得層の構成比を求めている（階層別世帯数の算出は比例配分法による）〄 

2)
 ただし〃世帯数 300 以下の町丁目は対象外としている〄 
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す背景やメカニズムまでは分からない〄こうした要因を探っていくことが望まれる〄 
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図１－１ 高所得層世帯と低所得層世帯の構成比（2003 年） 
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図１－２ 町丁目レベルでの推定世帯所得分布 
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図１－３ 町丁目レベルでの推定低所得世帯分布 

 

 
図１－４ 町丁目レベルでの推定高所得世帯分布 
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１－２ 研究の目的と意義 

 

初めに述べたように日本では経済格差が広がりつつあるといわれる〄こうした時代の中

で都市内における経済的な居住分化は進んだといえるのだろうか〄ゕメリカの大都市圏で

は 1970 年代から 2000 年代にかけて〃所得の不平等化に伴って所得による居住分化が進ん

だとされる(Watson 2009)〄ギリスでも不況下の 1980 年代以降〃Noble and Smith (1996)が

対照的な２つの地域を対象に小地域レベルでの分析をしているが〃所得階層の両端が増加

したことで一層空間的な分化が強まったことや〃都市によってその度合いが異なることが

明らかになっている〄 

日本における研究例は後で紹介するように非常に限られている〄またデータの制約から〃

空間分析単位が限られていることも問題であり〃市区町村単位で空間的な分化が確認され

ていたとしてもより日常的にそれが感じられるような細かい単位にはどう反映されている

のかは明らかになっていない〄 

このような事象を解明するには〃従来の地域間格差の議論における人口移動のようなメ

カニズムではなく〃都市内でのミクロな居住地移動や居住地選択に着目する必要がある〄

低所得層を例にとると〃都道府県間や市区町村間の転居においてはいくら経済的な差があ

っても転入を拒まれることはないが〃その中から居住地を選ぶ際には高い家賃や地価を通

して低所得層を排除する町丁目やコミュニテゖが存在することもありうる〄こうした意味

で〃地域内の移動には大きな地域間の移動とは別の住宅地選別の過程が存在していると考

えられる〄 

以上のことを踏まえて本研究の目的は〃小地域レベルでの所得の空間的分布の実態を把

握した上で〃所得によるセグリゲーションと居住地移動々居住地選択の関連を明らかにし〃

所得格差が拡大する 1990 年代後半から 2000 年代前半の地域内居住分化について実証的に

分析することである〄 

小地域単位での分析を行うことで〃より人々が感じる実態に近い近隣レベルでの所得要

因の影響も把握できる〄また本研究では観察対象として東京都大田区を選んだが〃用いる

方法は汎用性の高いものであるため〃データさえ集まれば他の地域に適用することで地域

間比較や時系列比較することも可能であろう〄 
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１－３ 用語の定義 

 

●居住分化 

segregation（セグリゲーション〇隔離〃凝離）と呼ばれ〃その概念については山下(1984)

が詳しく述べている〄職業や民族〃社会階層などによって都市内部で居住者のすみわけが

なされることで〃その構造や空間パターンは都市地理学や都市社会学の分野で高い関心が

払われてきた〄欧米と比べて日本では居住分化はそれほどはっきりしていないと考えられ

ているが〃例えば 1970年の広島々福岡を対象に因子生態分析をした森川(1976)や 1980 年の

東京を対象にした園部(1985)は〃都市居住者が社会経済的地位と家族的地位という次元でそ

れぞれ扇状と同心円状に分布していることを示した〄それ以降〃都市部を中心に居住分化

に関する研究が蓄積され〃産業や住宅〃職業などの階層によるすみわけの実態が明らかに

なりつつある〄しかし、所得に基づく居住分化の研究は少なく〃次節で紹介する程度であ

る〄 

本論文では以後〃セグリゲーションと表記する〄 

 

●小地域 

所得によるセグリゲーションの研究において〃既存の研究の多くが市区町村を地区単位

として分析をしているのに対し〃本研究では小地域を町丁目（例えば○○町○○番地）と

定義し〃分析を行う〄国勢調査では〃1990 年に基本単位区ベースの統計が整備され小地域

集計が利用できるようになった〄国勢調査に限らず〃中谷々埴淵(2009)も町丁字レベルの地

区類型データを用いながら〃「近隣」スケールの居住地特性を実態的に把握する上で有用で

あるとしている〄さらに〃町丁目は町内会や自治会に関連する単位となることや歴史的な

経緯を含むものであることを考えれば決して無意味なものではなく〃同様の大きさのメッ

シュで分析するよりも有効であるといえる〄また〃どの空間単位においてセグリゲーショ

ンを議論すべきかについては第２章で詳しく検討することにする〄 

 

●所得 

家計の経済力や経済的な地位を測る指標として〃所得（収入）〃消費〃資産などが挙げら

れる〄本研究では〃家計行動の源泉であるという意味を踏まえてセグリゲーションの指標

として所得を用いる〄ただし〃厳密には所得と収入は異なるものであり〃本研究では「１

年間の世帯収入」としているが〃以後では世帯の経済力を示すために単に所得と表記する

こともある〄 

 

●居住地移動 

居住地移動は日常的な移動ではなく居住地を移動することで〃ノックス々ピンチ(2005)

によると住宅機会および世帯の住宅に対するニーズや期待の結果として捉えられている一

方で〃その移動が都市の居住地構造を変えさらなる移動を引きつけたり妨げたりするとし

ている〄居住地移動は都市間移動と都市内移動に大別されるが〃とくに都市内移動はセグ
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リゲーションと関連するものである（ノックス々ピンチ 2005, Dennis 1980）〄 

また〃階層研究の分野では地域移動とも呼ばれ〃居住地を移動することが個人の地位達

成にどう関連するのかということが問題になる（塚原々小林 1979）〄しかし〃これらの議論

では移動は比較的長距離を想定している〄本研究ではセグリゲーションとの関係から世帯

の都市内移動に焦点を当てており〃都市内移動を区内から区内への転居と定義している〄 

 

●階層移動 

所得や職業などによって規定される社会階層において〃属する階層が変化することであ

る〄本研究では指標として所得（世帯収入）を選んだため〃所得階層が問題になる〄所得

階層の議論で最も問題になるのはその固定化である〄流動性が高い社会であれば〃不利な

階層に陥ったとしても短期間で解消できることが期待されるが〃流動性が低い社会では一

度格差が起きてしまうとそれを克服するのは難しくなる〄このような静態的な所得格差だ

けでなく動態的な格差をとらえるための有効な資料として〃同一個人を長期に追跡調査し

て得られるパネルデータの利用も進んでいる（樋口ら 2003）〄 

セグリゲーションという現象は居住地移動だけでは説明できない〄もし〃階層間の流動

性が高ければ〃たとえ特定の階層が空間的に集中したとしてもその階層は不安定で変わり

やすくなるからである〄こうした意味を踏まえて第５章では所得による階層の移動性につ

いても触れる〄 
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１－４ 先行研究 

 

最初に〃所得によるセグリゲーションがこれまでどう観察されているのかどうか確認し

ておく〄1980 年代以降の日本の都市を対象とした研究で、所得分布の地域的構造に関する

研究も含めると以下のようなものがある〄 

豊田(1999)は〃階層の「分極化」をキーワードに都市内部での社会構造と空間構造という

２つの視点からバブル期前後の東京都市圏を対象に分析を行った〄その中で〃住宅統計調

査の世帯収入項目の統計結果を用いた所得階層の分析の結果として〃階層の垂直的分極化

は断言できないものの〃高所得層の都心への集中と低所得層の都心周辺部の集積という市

区町村レベルで空間的分極化が起きていることを指摘している〄 

吉田々遠藤(1999)は 1975 年から 1990 年の東京大都市圏を対象に〃通勤時間圏別の職業構

成や所得分布の変化について分析している〄彼らは市区町村別の就業者一人当たりの所得

がその地域の職業構成によって説明できることを示し〃縮小傾向にあった市区町村間所得

格差が〃管理的職業従事者が多い通勤時間 40 分圏の所得の上昇によってバブル期の 90 年

には再び拡大したことを明らかにした〄さらにバブル期以降の市区町村間の世帯一人当た

り所得の変動係数が示す均質化の理由について〃職業間の所得格差や職業構成の市区町村

間の差異が縮小したためと考察している〄 

西澤(2004)は南関東の市区町村へと対象地域を広げ〃1990 年の世帯年収階級の分布をホワ

トカラーの分布と重ねて比較している〄それによると〃都心部に高所得地帯がみられ〃

それを取り囲むように比較的低水準の地帯が現れている〄より重要な点は〃ホワトカラ

ー地帯の階層的空間分布の傾向が見られることで〃中心に高所得層〃周辺に低所得層とい

う同心円状の階層分化傾向を示している〄また〃高額納税者比率から把握できるより上層

の階層については都心部などでセクター状の分布も確認されている〄 

佐藤ら(2007)は〃市区町村単位の地域格差論を旧来の地域格差論と社会格差論の中間に位

置づけている〄彼らは全国を 10 の地域圏に分け〃1980 年から 2005 年までの市区町村別の

課税所得額データを使って地域圏内格差と地域圏格差についてタル尺度を用いて分析し

た〄さらに〃推計した年齢別社会増減人口から人口変動と地域内所得格差の関連について

も検討を行った〄その結果〃首都圏内においては 2000 年以降の急激な格差拡大を示し〃人

口増加量の多い市区町村で平均所得が増加していること〃地域によって流入する所得階層

が異なることが居住分化を招いていることを明らかにした〄また〃これらの影響として格

差意識の過剰拡大やコミュニテゖの分断なども懸念している〄 

川口(2007)は〃市区町村別の住民税課税対象所得データを用いて東京圏の平均世帯所得の

分布を検討している〄東京区部の山の手と郊外の 40kmから 50km圏に高所得者地区が目立

つことを示したほか〃時系列的にも地域的パターンは安定していることも指摘している〄

また〃所得階層が広がりつつあるという認識に反して〃ジニ係数で測定すると市区町村間

格差はそれほど高くなかったことから〃市区町村レベルでは所得格差が平準化されている

ことを示唆している〄 
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これらの研究の他に町村(2009)は〃グローバル化や脱工業化を背景とした格差拡大が空間

的間形態にどう影響を及ぼしたのかを〃1998年から 2005 年の東京都市区を対象に分析して

いる〄一人当たり課税所得でみると都心の限られた地域で大きな変動がみられる〄東京都

でジニ係数が相対的に高い理由として〃地価や株価の変動の影響を受けやすいグローバル

都市であることを指摘している〄また〃全体として収入水準は相対的に上昇したものの〃

富裕層が港区や渋谷区〃目黒区など限られた一角に集中しているのに対して〃経済的な衰

退が目立つ足立区〃葛飾区〃荒川区など区部東部では〃絶対的な収入水準が低いだけでな

く〃全国平均と比較しても相対的な低下傾向が続いていることを明らかにした〄 

以上の先行研究から〃いずれも東京圏においては所得格差の拡大とともに空間的に所得

水準の高い地域とそうでない地域が分離しつつあることが確認されている〄とくに職住近

接が強く求められないホワトカラー地帯では顕著である〄また〃時期によってその絶対

的な所得水準に変動はあっても〃相対的な地位は安定的であることも分かる〄ただし〃そ

れは市区町村レベルの分析であって〃どの地区単位レベルでもそれがいえるかということ

については言及されていない〄 

次に移る前に〃都市の階層構造と空間構造の関係について橋本(2007)を参考にしておく〄

それによると〃階級は基本的に生産関係によって定義される概念とした上で〃階級的諸位

置を占める諸個人は同時に再生産関係上の位置も占めており〃生産関係を存続させるため

には階級的位置を担う諸個人が再生産されることが必要であるが〃そのメカニズムの中心

を担うのは家族であり〃そしてこれを背後から支えるのが多くの家族が集積する地域社会

であるとしている〄さらに〃階級構造の変動によって諸階級の相互関係や量的構成が変化

すれば諸階級の地理的分布も変化するが〃それは諸個人の地理的移動と〃同じ地理的位置

にとどまったままでの階級間移動の結果であると論じている〄 

つまり所得を基準とするならば〃特定の所得階層が地理的に集中するセグリゲーション

も居住地移動とそこでの所得階層移動の結果としてとらえることができる〄ただし〃階層

移動のみでセグリゲーションが形成されることは考えにくく〃居住地移動の過程で居住地

をどこに選ぶのかが大きなポントとなる〄そこで続いて〃居住地選択とセグリゲーショ

ンの関係について先行研究を概観する〄 

Ham and Feijten (2008)は〃セグリゲーション研究において居住地移動やその決定における

近隣特性の役割についてはほとんど注目されていないと指摘している〄彼らは〃物理的近

隣環境と人的近隣環境のうち後者に焦点を当て〃低所得層や少数派民族〃賃貸住宅が集中

する地域の居住者はそこから離れたい願望を持っているという仮説を検証するため〃マル

チレベルロジステゖックモデルを用いた分析を行った〄その結果〃人々はエスニシテゖを

始め似通った社会的地位の人々が多く住む地域に住みたがることを明らかにし〃各々が自

由に選好に従える限りセグリゲーションは形成されると述べている〄 

また Watson(2009)は Tiebout 仮説を引用しながら〃世帯がよりよい学区や近隣環境を手に

入れるための支払意志額(willingness to pay)と世帯の所得が相関するために〃セグリゲーショ
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ン3)が形成されると述べている〄しかし現実には〃近隣の質に対する支払意志額は所得と完

全に対応するわけではなく〃所得の不均等が増すにつれて所得グループによって近隣特性

に対する評価が異なり同じゕメニテゖに支払える額は異なってくる〄さらに直接的でなく

とも〃高所得者近隣地域では景観や公共財に投資できるため〃ますますその価値を高める

ことで低所得者を寄せ付けなくすることもできると論じている〄 

ゕメリカの都市では住宅政策の一つとして所得階層が混在するコミュニテゖの開発があ

るが〃Ioannides (2004)は近隣内での所得分布や近隣居住者の所得の相互依存関係のパターン

を分析している〄それによると〃小地域（隣近所10軒程度）における所得による選別は不

完全ながらも存在していることが確認された〄より空間範囲の広い統計区を分析単位とし

てもその傾向は変わらなかったが〃都市圏を分析単位とするとそれほどの効果は見られな

かった〄また〃資産価値による選別は〃所得や教育による選別よりも大きかったが〃年齢

による選別までは断言していない〄 

住宅との関連では日本でも同様のことがいえるかもしれない〄由井(1991)によると〃都市

地域内の住宅供給については住宅の価格や質が開発地域内で似たようなものになりがちで

あるため〃世帯構成や世帯のラフサクル〃世帯の所得などの居住特性が似通った世帯

が同様の居住地選択行動をすることによって画一的住宅の集合体に画一的居住者集団が形

成される〄また〃ゕメリカなどでみられるような住宅連鎖モデルや住宅移動の際の居住者

の格下げ現象は日本ではあまり当てはまらないので〃転出入があっても居住者特性にはあ

まり変化をもたらさないことも指摘している〄 

以上を踏まえると〃居住地選択の際には経済的な面においても同質な地区を選びやすい

こと〃そこでは近隣という空間単位が重要であること〃日本では住居供給とも関連がある

ことなどがいえる〄しかし〃その程度や影響の大きさは地域や時代によって異なると考え

られるため〃海外の事例がそのまま当てはまるかどうかは検討の余地があると思われる〄 

  

                                                   
3)

 所得による選別(income sorting)とも呼ばれる〄 
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１－５ 方法 

 

本研究では小地域単位での世帯収入によるセグリゲーションについて〃居住地移動のう

ち特に都市内移動に焦点を当てて分析を行う〄まず〃所得要因が居住地移動に与える影響

について確認する〄次に居住地選択に関しては〃小地域における所得分布から町丁目ごと

に地域階層を定義し、電話帳データを用いて地域階層間での移動がどのくらいあるのかに

ついて調べる〄ここで地域階層とは各町丁目の平均所得を基準にした相対的な地域分類で

ある〄高所得階層が高所得地域へ転居したり高所得地域で階層上昇が起きたりすればセグ

リゲーションの度合いは高まるといえる〄逆も同様である〄このため階層移動についても

考慮すべきであるが〃利用できるデータは限られていることから既存のパネルデータ研究

による知見を引用して考察する〄最後に〃実際に見られた所得分布の変化と比較すること

でセグリゲーションと居住地移動々居住地選択との関連やその時代的要因についてまとめ

る〄 

また〃これらの分析を行うためには小地域レベルでの所得の空間的分布が明らかになっ

ていることが前提となるため〃統計的手法を用いてこれを推定する〄推定には住宅需要実

態調査個票データと国勢調査小地域集計を用いた〄ただし所得分布の推定においては〃一

般性の高い枠組みを用いたため〃特定の地区開発などの地域における個別的要因は考慮し

ていない〄 

分析の対象となる期間は 2000 年から 2005 年までの５年間とする〄なぜなら本研究では

居住地移動を扱うが〃賃貸住宅の場合平均居住期間は５年以下と短く〃これ以上長いスパ

ンでの分析はふさわしくないと考えるからである〄住宅需要実態調査や国勢調査など〃使

用するデータの調査が５年ごとであることも理由の１つである〄ただし、所得分布推定で

用いた住宅需要実態調査データの調査年が 1998 年と 2003 年となっているが、データの制

約上同じ期間とみなす。 

また〃対象地域には東京都大田区を選んだ〄詳細は次節で説明する〄 

なお〃統計分析についてはエクセルおよびデータ解析環境 Rを〃地図化については ArcGIS

を用いた〄 
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１－６ 対象地域 

 

本研究では東京都大田区を対象に実証的な分析を行う〄大田区について最も興味深い点

は〃１つの行政区域内に田園調布に代表される高級住宅街と〃町工場が並ぶ東京最大の工

場の集積地が共存していることにある〄さらに〃近年では工場の移転や廃業跡地でのマン

ション開発などが目立ち混住の度合いを高めている〄 

大田区は東京 23 区の西部に位置し〃世田谷区〃目黒区〃品川区のほか〃多摩川をはさん

で神奈川県川崎市に隣接する（図１－５）〄羽田空港を含む多くの埋め立て地を抱え〃北西

部の台地には住宅地が広がるが〃南東部にかけて低地になり〃工業集積地を形成する工場

や住宅が混在している〄さらに〃ほぼ中心部に位置する蒲田駅周辺は商業々業務機能が集

積する中心市街地となっている〄 

面積は 56.46km
2で〃国勢調査によれば 2000年の人口は 650,331人（297,340世帯）〃2005

年の人口は 665,674 人（316,010 世帯）であり〃住民基本台帳からみた人口動態でも毎年人

口増加傾向にある〄 
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図１－５ 対象地域 
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１－７ 本論の構成 

 

本論文の構成は以下の通りである（図１－６）〄 

ここまで第１章では序論として〃背景や先行研究を踏まえながら本研究の目的や方法な

どについて述べた〄 

以後〃第２章ではセグリゲーションを分析する上で適切な空間スケールについて検討す

る〄ここで小地域レベルにおける分析する意義についても述べる〄 

本研究を行う上でベースとなる町丁目レベルに対応する所得データは既存には存在しな

いため〃第３章ではその分布について統計的手法を用いて推定する〄ここで推定されたも

のに基づいて〃第４章では所得の空間的分布やその時間的変化について考察する〄 

第５章では〃所得指標が居住地移動に与える要因を分析しながら〃都市内移動と居住地

選択について分析する〄さらに階層移動も考慮しながら〃第４章で明らかになった所得の

空間的分布の変化についてセグリゲーションという観点から考察する〄 

最後に第６章で本研究をまとめ〃今後の課題などについて述べる〄 
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図１－６ 本論の構成 
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第２章 所得分布の不均衡と分析空間単位の検討 

 
 

２－１ 本章の背景と目的 

 

都市内部での空間的セグリゲーションを論じるためにはどの範囲の空間単位が適切であ

ろうか〄小さな空間単位をとった時と比べて大きな空間単位をとった場合〃地域数も少な

くなり地域内での指標も平準化されるため〃地域間でのばらつきは小さくなるものと思わ

れる〄とくに所得を指標とする場合〃データの制約から市区町村よりも細かなレベルでの

分析は難しく〃ほとんどその検討はなされていない〄しかし〃500mメッシュを用いた社会

地図分析（倉沢々浅川編 2004）では〃例えばホワトカラーの分布が行政区内で（もしく

は行政区界を超えて）空間的な偏りを生んでいることが明らかになっていることを見れば〃

所得によるセグリゲーションもこうしたレベルで起きていると予想される〄 

現実の都市を観察しても〃たとえ同じ都市内であっても道路や線路を一本隔てると全く

街並みが変わってしまうということもしばしばありうる〄大田区でいえば〃町名に高級住

宅街のメージの強い「田園調布」と付いている町であっても実際に高級住宅が並ぶのは

その中の一部であり〃田園調布と田園調布南〃田園調布本町では町名だけでなく丁目が変

われば様子も一変する〄少なくとも町丁目よりも大きなレベルを空間単位として設定して

しまえば〃この違いは見えなくなってしまう4)〄 

もちろん〃指標によってはさらに大きな空間単位で分析するほうがふさわしい場合もあ

るだろう〄これらの問題は〃空間単位の設定の仕方によって現象の見え方が異なるという

可変地区単位問題（空間集計単位問題）と呼ばれる〄しかし〃本研究では都市内でのセグ

リゲーションや地区間の所得分布の不均衡に着目しており〃小地域レベルでの分析は最大

の特徴の一つであるといえる〄これらのことを踏まえ〃本章の目的は小地域（町丁目）レ

ベルで分析することの意義と〃そのレベルでしか明らかにならないことは何なのかを示す

ことである〄 

以下２－２では高所得層と低所得層の地理的集中について〃２－３では比較範囲を変え

ることで格差の度合いが異なることについて考察を行う〄 

  

                                                   
4)

 同じく高級住宅街のメージのある世田谷区成城も同様のことがいえる（橋本 2007）〄 
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２－２ 高所得層と低所得層の地理的集中 

 

この節では高所得層と低所得層の地理的集中について〃市区町村単位で集計したものと

町丁目単位で集計したものについて比較したい〄方法は以下の通りである〄まず〃各世帯

の所得分布の下位 20％を低所得世帯〃上位 20％を高所得世帯と定義する〄また〃各集計単

位別にその平均所得の五分位点から〃第一分位点までを地域Ⅰ〃第四分位点以上を地域Ⅴ

のように名付ける〄ただし〃地域の平均所得については次の章で推定したものを用いてい

る〄高所得層と低所得層でセグリゲーションが起きていれば〃当然地域Ⅰでは低所得世帯

割合が高くなり〃地域Ⅴでは高所得世帯割合が高くなる〄逆にセグリゲーションが全く起

きておらず〃低所得世帯も高所得世帯も均等に分布しているならば〃全ての地域区分でそ

の割合は 20％となる〄 

 
 

表２－１ 低所得世帯と高所得世帯の集中（市区町村集計） 

 
低所得世帯率(%) 高所得世帯率(%) 

地域Ⅰ 23 15 

地域Ⅱ 21 17 

地域Ⅲ 20 20 

地域Ⅳ 18 22 

地域Ⅴ 17 28 

 
 

表２－２ 低所得世帯と高所得世帯の集中（町丁目集計） 

 
低所得世帯率(%) 高所得世帯率(%) 

地域Ⅰ 25 14 

地域Ⅱ 21 17 

地域Ⅲ 19 19 

地域Ⅳ 18 22 

地域Ⅴ 15 30 

 
 
 

ここで東京 23 区を対象に市区町村単位で集計した結果（表２－１）と町丁目単位で集計

した結果（表２－２）を示した〄市区町村単位で集計した場合〃低所得世帯は目立つほど

の集中はしていないことが分かる〄それに比べて高所得世帯のほうが集中する傾向がみら

れる〄一方〃町丁目単位での結果を見てみると〃市区町村単位での結果とほぼ変わらない〄

ただし〃分布の両端で若干の集中度を高めている〄この場合も〃高所得世帯の集中度のほ

うが低所得世帯のそれよりも大きい〄とはいえ上位 20％の高所得地域でも高所得層全体の

３割〃下位 20％の低所得地域でも低所得層全体の３割弱と〃全体としては極端な集中は見

られない〄たとえほぼすべての世帯が高所得層であるという町丁目やその逆の町丁目があ
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ったとしても〃それは一部であると思われる〄 

町丁目単位での集計のほうが集中の度合いが高まるという予想があまり当てはまらなか

ったのはおそらく第３章で示すように所得分布の推定に対数正規分布を仮定したためと考

えられる〄この場合〃どのような形状になっても分布の両端で高所得世帯と低所得世帯が

想定されてしまうためである〄 

Berthoud (2007)もギリスの 9,000 余りの郵便区レベルで〃高所得（低所得）世帯の高所

得（低所得）地域への集中について分析している〄ここで〃郵便区に含まれる平均世帯数

は 2,500 であることから〃本研究で用いる町丁目とほぼ対応するものと考えてよいだろう〄

それによると地域Ⅰにあたる区分では低所得世帯と高所得世帯の割合はそれぞれ 31％と

５％で〃地域Ⅴにあたる区分ではそれぞれ 11％と 40％となっている〄ただし〃本研究では

東京 23 区内の町丁目のみを対象としているため〃そのばらつきは過小になっている可能性

がある点で注意が必要だが〃それでも日本の都市ではギリスほど所得階層による集中が

進んでいるとはいえないだろう〄 

同様に日本の都市とギリスの都市について〃社会階層の空間的な分化という点から比

較した Fielding (2004)も〃日本でもセグリゲーションは見られるがギリスほど分化は進ん

でいないし空間的パターンも異なるとしていることからも〃妥当な結果だと思われる5)〄 

  

                                                   
5) 社会階層によるセグリゲーションは区よりも小さなレベルで表れるとしており〃日本においてはその空間単位の重要

性も指摘している〄 
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２－３ 集計単位によるジニ係数の変化 

 

２－３－１ ジニ係数 

地域格差を測定する指標として〃ジニ係数〃（平方）変動係数〃平均対数偏差〃ゕトキン

ソン係数などが挙げられる〄ここでは格差議論で最もよく使われるジニ係数を用いる〄国

が発表する多くの調査でもこの指標が用いられており〃総務省統計局は「ローレンツ曲線6)

と対角線（均等分布線）で囲まれた弓形の面積と〃均等分布線内全体の面積に占める割合」

と説明している〄ジニ係数は格差が小さいほど０に近く〃格差が大きいほど１に近い値を

とる〄本研究では次章で述べるように所得分布として対数正規分布を仮定しているが〃ジ

ニ係数 G はその標準偏差を用いて(2-1)式のように一意に表現することができる7)〄 

 

𝐺 = 2𝑁  
𝜎

 2
 − 1 (2-1) 

 

ただし〃N は標準正規分布の分布関数である〄 

ここで注意すべき点として〃所得分布を対数正規分布として仮定した場合〃ジニ係数は

若干高く表される（Hamada 2005）〄その理由は〃一般にジニ係数は集計データの所得階級

区分から計算されるため階級内での格差が考慮されない〃対数正規分布は高所得層に対応

する裾野の部分が大きくなってしまうなどの理由が考えられる〄 

その他にジニ係数用いる際の注意点として〃所得の定義や世帯人数など世帯間の属性へ

の依存度が大きいこと〃所得の絶対的な水準が考慮されていないことなどがある〄そのた

め〃ここでは全て同じ方法で計算したもののみ比較し〃合わせて平均所得についても考察

の対象に含めることとする〄ただし〃以下に用いる所得分布は第３章の示す手法で推定し

たものを用いている〄 

  

                                                   
6)

 世帯を収入の低い方から順に並べ〃横軸に世帯数の累積比率を〃縦軸に収入の累積比率をとり〃それを座標として描

いた曲線〄 

7) 詳しくは Aichison and Brown(1957)〄 
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２－３－２ 地域間格差とその集計単位 

ここではジニ係数を用いて世帯間の所得のばらつきについて〃その集計範囲を変えなが

ら検討を行う〄はじめに〃全国〃首都圏１都３県〃東京都〃都区部〃大田区といった空間

範囲を設定し〃それぞれの範囲の中で所得のばらつきを平均水準とともに示したものが図

２－１である〄 
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図２－１ ジニ係数と平均世帯収入（全国～大田区） 

 
 

東京都区部に限れば〃比較範囲を絞っていくにつれて所得水準は上昇する〄一方ジニ係

数は集計単位を首都圏としたとき低下することから〃首都圏は全国の中に位置付けられれ

ば〃ある程度経済的に同質な人が集まる空間単位であるといえる〄しかし〃一般的に範囲

を小さくすれば〃ばらつきは小さくなると考えがちであるが〃実際には東京は相対的にジ

ニ係数の高い都市であり〃都内でのばらつきの程度のほうが全国間のそれよりも大きいと

いうことがわかる〄さらに〃都区部内で比較するとさらにジニ係数が上昇することは〃先

行研究でも示されていたように各区の間でも階層分化が進んでいることが確認できる〄そ

の中で大田区に至っては〃より格差の度合いが高まっていることから〃さらに区内での階

層の分極化が推察される〄市区町村によってはこのレベルにおいて比較的均質な地域もあ

るが8)〃大田区では仮により同質な世帯が集まる区間単位があるならば市区町村より小さな

レベルにあると予想できる〄 

これを踏まえて今度は区内の様子を見る〄大田区を例にとり〃地域行政区〃中学校区〃

町丁目といった範囲（図２－２）を設定し9)〃図２－１と同様にそれぞれの範囲の中で所得

のばらつきを平均水準とともに示したものが図２－３である〄ここではそれぞれの地区レ

ベルにおける全ての地区の状況を表示した〄 

全体的な傾向として〃所得水準の高い地区でジニ係数も高いことが分かる〄また〃大田

                                                   
8)

 例えば区部東部に位置する足立区や葛飾区〃江戸川区でのジニ係数は 0.35 程度と低い数値となっている〄 
9)

 区内に存在する地域庁舎が受け持つ地区を地域行政区としている（大森〃調布〃糀谷々羽田〃蒲田の４地区である）〄

また〃中学校区数は 28〃町丁目数は 215（ただし所得分布の推定の対象となる世帯数 300 以上の町丁目は 187）である〄 
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区でのジニ係数が 0.407 であることを思い出すと〃どのレベルでもそれを下回る地区が多い

ことが確認できる〄とくに地域行政区や中学校区では顕著である〄よってこの程度のレベ

ルにおいて所得階層による集住がなされていると考えられる〄もちろん〃前の分析と同様

に所得分布を対数正規分布で近似したことによる限界はあるだろうが〃以上の結果からこ

れらを構成する町丁目を分析の空間単位として用いることは研究の目的と照らしてもふさ

わしいと考えられる〄 

 
 

調布地区

大森地区

蒲田地区

糀谷々羽田地区

 
図２－２ 大田区の地区区分 
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図２－３ ジニ係数と平均世帯収入（大田区内） 
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２－４ 本章のまとめ 

 

本章では〃小地域（町丁目）レベルで分析することの意義を示すことを目的として〃ま

ず高所得層と低所得層の地理的集中について〃次に格差をとらえることができる空間単位

についての分析を行った〄 

前半の分析では〃市区町村よりも町丁目単位で集計したほうが若干集中の度合いが高ま

ることが分かった〄とくに高所得層ではその傾向が強い〄とはいえ〃上位 20％の高所得地

域でも高所得層全体の３割〃下位 20％の低所得地域でも低所得層全体の３割弱とそれほど

集中が進んでいるとはいえない〄 

後半のジニ係数用いた分析では〃比較する対象範囲を変えることで世帯間の所得のばら

つきの度合いが変化することを示した〄やはり市区町村レベルでは近隣レベルでの格差は

内包されてしまっているといえる〄ただし〃地域によっては市区町村単位でもセグリゲー

ションが形成されていることも明らかになった〄 

町丁目単位で分析することは〃区などの行政界にとらわれない特定層の集中が把握でき

ること〃また人々が感じる実態に近い格差を把握できるという意義もある〄 

ただし〃ミクロレベルでの計測はあくまで所得分布に対数正規分布を仮定した推定であ

ることや後半の分析ではジニ係数という指標からの検討にとどまっていることなどの問題

はあるが〃本章では地図化でしかとらえきれなかったミクロレベルでのセグリゲーション

の様子が定量的に把握することができたと考える〄 
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第３章 小地域における世帯収入分布の推定 

 
 

３－１ 本章の背景と目的 

 

本章では前章で示された小地域レベルで分析する意義を踏まえ〃町丁目での所得分布を

推計する〄第１章で述べたとおり〃所得の実態について把握できる統計資料は少なく〃小

地域（町丁目）単位で集計したものは皆無である〄そのため〃いくつかの市場調査会社な

どでは既存の統計から推計したものを作成々販売している（図３－１）〄しかしいずれも非

常に高価であり〃その詳しい推計方法も公表していない〄そのため本研究を行うにあたっ

ては〃地域所得に与える社会経済要因を明らかにする上でも独自に推計する必要がある〄

推計に用いるデータについても〃目的に合わせて選ぶことが重要であろう〄本研究では第

５章で世帯の居住地移動を関連した分析を行うため〃所得指標として個人所得よりも世帯

収入が妥当と考えられる〄よって本章では小地域レベルでの世帯収入の空間的分布を推計

することを目的とする〄ここでは適用事例として大田区を選んだが〃データさえ手に入れ

ば大田区に限らずどの地域でも応用できる手法をとる〄 

まず〃日本で公表されている所得データについて概観し〃適切な資料を選ぶ〄続いて先

行研究をレビューし〃小地域における所得分布の推計方法を探る〄これをもとに推計モデ

ルを構築し〃実際に東京都大田区に適用することで小地域レベルでの所得分布が推定でき

ることを示す〄そして最後に他の統計資料を用いてこの結果が妥当であるかを確認してみ

たい〄 

 

 
出典〆ゕトラクターズ々ラボ社ホームページ(http://www.a-lab.co.jp/product/nenshu.html) より転載 

図３－１ 市販されている製品の例 
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３－２ 所得に関するデータ 

 

３－２－１ 既存の所得データ 

所得分布を分析する上でいくつかの注意すべき点がある〄例えばデータの性格や〃測定

単位〃所得の定義などである（溝口 2003）〄データの性格に関して〃通常の標本調査では中

所得層に標本が偏りがちであることなどが指摘されている〄測定単位については主に個人

の所得なのか世帯全体としての所得なのかどうかが問題になる〄世帯所得の場合〃同じ所

得水準であっても世帯人数によって大きくその意味や効用は変わるため〃等価所得という

概念もある10)〄そして所得の定義の大きなポントとしては〃課税前の所得なのか課税後の

所得なのかということである〄所得の定義についてまとめた梅溪(2000)によると〃所得は当

初所得〃可処分所得〃再分配所得に分類される〄当初所得は雇用者所得の他〃事業所得や

私的給付等も含めた合計額であるのに対し〃可処分所得は当初所得に社会保障による現金

給付を加え〃税金や社会保険料を差し引いた額である〄再分配所得はこれにさらに社会保

障による現物給付を加えたものである〄 

日本で公的な機関が調査々発表しているもので〃個人々世帯の所得に関して調査項目を

含むものとして次のようなものが挙げられる〄 

 

々全国消費実態調査（総務省） 

々家計調査（総務省） 

々国民生活基礎調査（厚生労働省） 

々所得再分配調査（厚生労働省） 

々市町村税課税状況等の調（総務省） 

々賃金構造基本統計調査（厚生労働省） 

々住宅土地統計調査（総務省） 

々住宅需要実態調査（国土交通省） 

 

ここではそれぞれについて詳しくは述べないが〃目的に応じて調査項目々調査機関々調

査範囲々調査単位々階級数々サンプル数々その他の調査項目を吟味する必要があるだろう〄 

  

                                                   
10)

 世帯員一人当たりの所得として〃世帯所得を世帯員数のべき乗根で割ったものとして求められる〄 
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３－２－２ 住宅需要実態調査 

本研究では以上の所得データを概観した上で〃住宅需要実態調査データを利用すること

とした〄住宅需要実態調査は〃1960 年から５年に一度国土交通省住宅局が国民の住宅に関

する満足度〃最近の改善状況〃今後の改善計画や住まい方の意向など〃住宅需要の実態を

把握するために行っている調査である〄同年の住宅々土地統計調査の対象となる国勢調査

の一般調査区に常住する普通世帯から〃無作為に抽出した全国の約 10 万世帯を対象にして

おり〃1998 年の調査では 84,603 世帯〃2003 年調査では 87,000 世帯から有効な回答を得て

いる〄調査項目の一つに回答者の世帯全員の１年間の税込み収入11)（世帯収入）の項があり〃

2003 年の調査では表３－１のように 13 区分の階級で答えるようになっている12)〄 

 
 

表３－１ 住宅需要実態調査における世帯年収階級 

世帯年収（万円） 
 

～200 800～900 

200～300 900～1000 

300～400 1000～1200 

400～500 1200～1500 

500～600 1500～2000 

600～700 2000～ 

700～800 
 

 
 
 

住宅需要実態調査データを選んだ理由として以下の点が挙げられる〄第１に〃住宅関連

の変数とリンクできる所得データが利用できる点である〄この後いくつかの変数を用いて

所得を推定していくが〃住宅に関連する変数の影響は特に大きいと推察される〄第２に〃

世帯人数などに関わらず全ての世帯からサンプリングされている点である〄第３に〃最小

の空間単位が市区町村である点である〄研究の目的からすればなるべく小さな単位で集計

されていることと〃それに耐えうるサンプル数がそろっていることが必要となる〄 

他の調査と比較してみると〃家計調査や国民生活基礎調査〃所得再分配調査は全国〃全

国消費実態調査は都道府県レベルの集計である〄また〃市町村税課税状況等の調は市区町

村別の集計があるが対象が納税者のみ〃同様に賃金構造基本統計調査も対象が労働者のみ

とサンプルが偏っている〄こうした点を踏まえると〃住宅々土地統計調査や住宅需要実態

調査が有効であるが〃今回は個票データの入手ができた 2003 年の住宅需要実態調査データ

を用いることにした〄  

                                                   
11)

 年収にはボーナス〃超過勤務手当などの臨時収入〃内職や副業による収入〃地代〃家賃〃利子〃配当金等の財産収入

および年金恩給〃生活保護費〃仕送りなども含める〄また〃自営の場合は営業利益とする〄 

12)
 1998 年調査では８階級となっている〄公表も同じである〄 
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３－３ 先行研究 

 

単に所得の分布といったときそれは２つの側面を持つだろう〄１つは階層的な分布〃も

う１つは空間的（地理的）な分布である〄後者は第１章の先行研究で示したような例が挙

げられるが〃前者は経済学を中心とした分野で貧困の研究やジニ係数などの測定の際に問

題になってきた〄谷沢(2004)はこれまでの所得分布の研究テーマを①分布水準の正確な計測

②分布変動の正確な認識③分布水準の形成メカニズムの検討④分布変動の発生メカニズム

の検討⑤階層間移動の発生メカニズム⑥分布変動が社会経済に与えた影響の検討に分けて

いるが〃いずれもあまり空間的な視点を想定していない〄 

本研究で問題にするのは階層構造と空間構造の両面であるが〃小地域での世帯所得の空

間的な分布を推計した研究はほとんどなされていない〄しかしそれについて関心が薄いの

ではなくデータの不足によるものだと思われる〄Green(1998)は小地域レベルでの所得分布

を推定するゕプローチとして２点述べている〄１つ目のゕプローチはミクロデータから得

られる代理変数を用いる方法である〄例えば〃失業率や公共住宅の割合〃自動車保有割合

などが有力な指標として用いられる〄一方で２つ目のゕプローチはより実体的な値を推定

するもので〃所得の非集計データを他のミクロデータと整合させることによる方法である〄

この一例として〃Bramley and Smart (1996)が挙げられる〄 

彼らは〃世帯所得や世帯構成の情報を含む家計支出調査の非集計データと〃世帯構成や

経済活動や所得に関する要素を含む国勢調査などのミクロデータを用いて小地域レベルで

の世帯所得の分布を推計した〄 

このモデルでは〃世帯を適切にグループ化できれば世帯所得の分布は対数正規分布で近

似できるという仮定に基づいて〃世帯をいくつかの基準によって分類している〄つまり〃1

つ目は世帯構成タプ（９分類）〃２つ目は世帯内で有業者数（３分類）〃３つ目は所属

する行政区域（366 分類）を基準にしたグループである〄それぞれのグループの所得分布は

それぞれの小地域において対数正規分布に従うものとして〃地区 j において所得レベル γを

下回る世帯の割合は〃小地域内世帯数に対する当該グループの割合を表す vikjを用いて次の

(3-1)式のように表される〄 

 

)()(
11

 ikj

I

i

ikj

K

k

j FvF  


 (3-1) 

 

ただし〃j は小地区〃k は世帯タプ〃iは世帯内の有業者を示すカテゴリーであり〃F は

対数正規分布の分布関数である〄小地域での分布の形状は全国レベルでのそれの「スケー

ルモデル」として扱われる〄ただし〃所得の平均水準は地域によって変わるのに対し〃分

散の度合いはグループ間ではそれほど変化しない（勤労々非勤労世帯間では差があるかも

しれないが）と仮定し〃回帰分析によって全体レベルの平均値や分散からのずれを求めて

いる〄さらにグループ間での整合性のほかに〃構成効果や地域効果についても想定してい

る〄 
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続く研究で Bramley and Lancaster (1998)は〃住宅の所有関係（持家〃民間賃貸住宅〃公共

住宅）を考慮に加えたモデルに改善し〃小地域への適用〃モデルの妥当性の検討などを行

っている〄 

いずれの研究でも最初に〃ギリスでは小地域レベルでの所得を把握することは〃例え

ば住宅の入手可能性のような政策〃都市計画やマーケテゖング等に非常に有用であること

を訴えながら〃詳細で信頼できるデータの不足を指摘している〄日本でも市町村よりも小

さい集計単位での統計はなく〃同じ問題を抱えているといえる〄また同時に〃地域間で広

がる経済格差についても触れており〃その実態を正しく把握するためにも小地域レベルに

おける所得分布の推計は重要であるとしている〄 

また〃所得分布を推定する２つ目のゕプローチのもう一つの例として〃マクロシミュ

レーションを用いる方法がある〄花岡(2009)は京都市を対象に空間的マクロシミュレーシ

ョンを使って町丁目レベルでの就業者の所得分布を推定した〄まず〃パーソントリップ調

査の個票データを焼きなまし法を用いて国勢調査の小地域集計と整合させ〃町丁目レベル

にまで細分化した合成ミクロデータを作成している〄このデータの個人属性と〃賃金構造

基本統計調査から得られる性別年齢別職業別の調査結果を当てはめることで就業者年間所

得を推定している〄さらに役職や生産労働者の補正係数を求め〃全体の統計結果と一致す

るように比率調整を行い〃精度を高めている〄 

いずれにしても〃小地域での集計データとそれに整合できるミクロデータが不可欠であ

るといえる〄 

  



第３章 小地域における世帯収入分布の推定 

 

29 

 

３－４ モデルの枠組み 

 

本研究では市区町村レベルでの世帯収入分布を推計するモデル式を構築し〃それを町丁

目に適用することで推計するという方法をとる〄ここでは〃1998 年の東京都大田区を対象

に小地域の所得分布の推計した上杉々浅見(2010）を参照し〃以下では要点を示しながらモ

デルの枠組みについて説明する〄 

 
 

３－４－１ 分布関数の形状 

所得の階層的分布を考える際には分布関数を想定するのが便利である〄所得分布の形状

としていくつかの関数が挙げられるが〃最も一般的なのは対数正規分布である（図３－２）〄

つまり〃あるグループ内の個人もしくは世帯の所得の対数をとったものは正規分布する〄

所得分布が対数正規分布に従うことは経験則からだけでなく〃理論的にも研究されている

（浜田 2007）〄正規分布よりも山が左側に寄っていて平均値が中央値よりも大きいこと〃右

側の裾野が長いことが特徴である〄しかし〃その高所得層にあたる部分については当ては

まりが悪く〃代わりにパレート分布を用いることが多い〄具体的には〃日本の所得分布を

分析した Souma (2000)によると 2000 万円がその基準点であるとされる〄 

 
 

世

帯

数

所得
中央値 平均値

 
図３－２ 所得の対数正規分布 

 
 

本研究では以下の理由から対数正規分布を採用する〄第一に〃連続的な１つの関数で表

現できる点である〄確かに分布形状の右側の裾野が大きくなってしまうという難点がある

が〃分布の中央値などを外的に与えてやることである程度抑えることができるだろう〄第

二に〃分布の両端が表現できる点である〄山口(2009)は統計における所得分布について高所

得者と低所得者が明示されないという問題を指摘し13)〃分布関数を用いることでこれを補う

効果があるとしている〄さらに〃所得階級区分内での分布も表現できるという利点もある〄

第三に〃対数正規分布は平均と標準偏差の２つのパラメータのみで表現することができる

                                                   
13) 統計データでは〃所得は階級区分で表されることがほとんどであるため〃例えば最大の階級が「2000 万円以上」な

らば 2000 万円所得者と 1 億円所得者では区別できず〃同じものとして扱われてしまう〄 
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ため〃分析する上で簡単に扱うことができる点である〄 

世帯収入の分布が対数正規分布に従うとすると〃市区町村 i における世帯収入 y の確率密

度関数 fi(y)はその対数の平均iと標準偏差iを用いて次の(3-2)式によって表現される〄 

 

𝑓𝑖 𝑦 =
1

 2𝜋𝜎𝑖𝑦
exp  −

 log𝑦 − 𝜇𝑖 
2

2𝜎𝑖
2   (3-2) 

 
 
 

３－４－２ 所得関数の近似 

実際の市区町村別の世帯収入データは階級区分ごとの世帯数として得られる〄(3-2)式の

近似関数からは〃階級区分ごとに含まれる世帯の割合は(3-3)式のように表現される〄 

 

𝑝𝑖𝑗  𝜇𝑖 ,𝜎𝑖 =  𝑓𝑖 𝑦;  𝜇𝑖 ,𝜎𝑖 𝑑𝑦
𝑥𝑗+1

𝑥𝑗

 (3-3) 

 

ここで〃pijは市区町村 i における全世帯のうち〃j 番目の階級区間(xj, xj+1)に含まれる世帯

の割合である〄fiはiとiの２つのパラメータのみで表現されている〄 

次に〃佐藤々上田(1995)を参考に目的関数 F(i i)を次の(3-4)式のように設定し〃これが最

小となるiとiを求めることで〃最も当てはまりが良い近似関数を特定する〄これは
2値を

求める式に対応している〄つまり最適解を持つ目的関数の値が当てはまりの良さを示し〃

この値が小さいほど当てはまりが良いということになる〄 

 

𝐹 𝜇𝑖 ,𝜎𝑖 =   
𝑎𝑖𝑗 − 𝐴𝑖𝑝𝑖𝑗  𝜇𝑖 ,𝜎𝑖 

𝐴𝑖𝑝𝑖𝑗  𝜇𝑖 ,𝜎𝑖 
 

2𝐽

𝑗=1

 (3-4) 

 

ただし〃Aiは市区町村 iの全世帯数〃aijは市区町村 iでの階級区分 j に含まれる世帯数〃J

は所得データの階級区分数である〄また〃前に述べたように対数正規分布では高所得層が

過大に推計されがちであるので〃分布の裾野の広がりを抑えるために〃所得の平均値を外

的に与えておく〄所得の平均額𝑦𝑖 は階級データから〃各階級区分の中央値14)と該当する世帯

数を掛けたものの総和を全世帯数で割ることによって得られる〄一方〃対数正規分布から

は〃その平均値は次の(3-5)式の右辺で与えられる〄 

 

𝑦𝑖 = exp 𝜇𝑖 +
𝜎𝑖

2

2
  (3-5) 

 

よって〃これを制約条件として(3-4)式の最小化問題を解くことで〃平均と標準偏差を求

める〄 

  

                                                   
14)

 ただし〃「200 万円以下」は 150 万円〃「2000 万円以上」は 2500 万円とした〄 
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３－４－３ 対数正規分布における平均と標準偏差の推定 

市区町村レベルではこのように既存のデータから近似関数を計測することができる〄続

いて〃これに対応する非集計個票データから得られる変数を用いてこの対数正規分布にお

ける平均i と標準偏差i をそれぞれ推定する(3-6)式および(3-7)式のようなモデルを構築す

る〄 

 

,...),( 21 iiii XXM
 

 

,...),( 21 iiii XXS  

(3-6) 
 

(3-7) 

 

ただし〃Xiは住宅需要実態調査の個票データから市区町村別に集計した変数で〃後で小地

域における推定に適用させるため〃同時に国勢調査などの小地域統計にも対応しているこ

とが求められる〄対数平均を推定するにあたっては〃地域の所得水準を表すと思われる持

家割合や失業率などの変数が考えられる〄また標準偏差を推定するにあたっては〃地域内

の所得のばらつきを生むと思われる〃単身世帯割合や高齢者割合などの変数が考えられる〄

ただし〃個票データの変数で〃かつ小地域統計に含まれるものは非常に限られているので〃

モデルの説明力が十分でない場合〃適宜その他のデータを補助データとして用いる〄具体

的なモデルの特定方法として重回帰モデルなどが考えられる〄また〃サンプル数が少ない

ことからクロス々バリデーション15)を行うことでモデルの妥当性を確認する〄 

 
 
 

３－４－４ 小地域への適用 

市区町村レベルでの推計モデルを〃国勢調査などの小地域（町丁目）集計を用いて小地

域に適用する〄ただし〃市区町村レベルと町丁目レベルでは変数の基本統計量が大きく異

なることがあり〃それが推定に大きな影響を与えると考えられる場合には〃変数の調整を

行う〄 

次節では東京都大田区を対象とし〃実際にこの手法に基づいて小地域における所得分布

が推定されることを示す〄 

  

                                                   
15)モデルの汎化性を調べるための方法の 1 つで leave-one-out 法と呼ばれる方法を用いた〄サンプルから 1 つのセットを

除いてモデルの構築を行い〃除いた 1 個のセットを用いてモデルの評価を行うことを繰り返す〄 
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３－５ 対数正規分布への近似 

 

前節で説明したように〃データから得られる実際の所得分布と近似関数による推定分布

の
統計量が最小になるような平均および標準偏差を求める〄用いるデータは 2003 年住宅

需要実態調査の個票である〄このデータから市区町村別の世帯収入分布を得ることができ

る〄本研究ではデータのサンプル数などを考慮し〃東京 23 区分のみを分析の対象として用

いる〄まず〃階級区分データより階級の中央値を用いて区ごとに平均世帯収入を求める〄

これを制約条件として(3-4)式の最小化問題を解いた16)〄その結果を表３－２に示した〄 

 
 
 
 
 

表３－２ 近似した対数正規分布における平均と標準偏差 

市区町村 平均 標準偏差 2値 市区町村 平均 標準偏差 2値 

千代田区 6.51  0.759  10.80  渋谷区 6.32  0.790  11.63  

中央区 6.52  0.722  3.88  中野区 6.25  0.769  14.84  

港区 6.23  0.776  10.06  杉並区 6.33  0.734  10.62  

新宿区 6.09  0.808  19.14  豊島区 6.17  0.753  11.05  

文京区 6.33  0.823  32.65  北区 6.03  0.691  7.53  

台東区 6.13  0.686  5.36  荒川区 6.00  0.692  9.76  

墨田区 6.01  0.678  4.71  板橋区 6.23  0.702  24.96  

江東区 6.16  0.608  9.79  練馬区 6.41  0.680  22.77  

品川区 6.26  0.689  8.81  足立区 6.16  0.669  10.19  

目黒区 6.29  0.743  16.86  葛飾区 6.23  0.639  8.94  

大田区 6.22  0.756  21.51  江戸川区 6.20  0.572  11.88  

世田谷区 6.30  0.739  32.58      

 
 
 

これをみると〃ほとんどの区で対数正規分布の当てはまりが良いことが分かる〄サンプ

ル数の少なさなどの問題も残るが〃これをもとに次に進む〄 

  

                                                   
16)

 制約条件付き最小化の計算にはエクセルのソルバー機能を用いた〄 
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３－６ 変数 

 

３－６－１ 対数平均の推定 

地域の所得水準に影響を与える変数を用いて対数正規分布における平均値を推定する〄

本研究ではモデルの小地域への適用の際に〃住宅需要実態調査の個票データと国勢調査の

小地域集計をリンクさせるため〃両方に対応する項目を説明変数として選ぶ必要がある〄

そこで考えられる変数として〃住居〃世帯類型〃住宅の平均床面積などを用意した〄 

具体的には〃まず住居変数17)として〃持家割合〃公共住宅割合〃給与住宅割合〃その他住

宅割合である〄持家割合の高い地域では平均所得水準が高く〃逆に公共住宅割合が高い地

域ではその水準は低くなると思われる〄また〃その他住宅とは間借り〃下宿〃寮などが含

まれることから平均水準を上昇させると期待される〄 

次に世帯類型は〃単身世帯割合を変数とした〄単身世帯に比べて夫婦世帯や夫婦と子世

帯の多い地域のほうが所得水準は高いと予想される〄 

その他に〃世帯人数や住宅の床面積の対数値を変数に取り入れた〄ただし〃これらだけ

では説明力の強いモデルができなかったため〃国勢調査からのみ得られる第３次産業就業

者割合および失業率の雇用に関する変数も追加した〄 

これらを説明変数とし〃近似された所得分布の平均を目的変数と重回帰分析を行う〄変

数の選択はステップワズ法によるものである〄またこの分析では〃平均の予測式を求め

るだけでなく〃各要因が与える影響の大きさについても次の節で考察する〄 

 

  

                                                   
17)

 住宅の所有関係の構成は総和で 1 になるため〃全ての要素を用いると多重共線性の問題が生じる〄そのため持家割合

と強い相関をもつ民間賃貸住宅割合を変数から除いた〄 
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３－６－２ 対数標準偏差の推定 

地域の所得のばらつきに影響を与える変数を用いて対数正規分布における標準偏差を推

定する〄平均の推定の際と同様の理由から〃住宅需要実態調査の個票データと国勢地域の

小地域集計の両方に対応する項目を説明変数として選ぶ必要がある〄そこで〃平均の推定

の際に用いた変数に加えて地域内人口に占める高齢者割合を考慮することにした〄近年議

論されているように所得格差が人口の高齢化によるものであれば〃高齢者割合が高まるほ

ど〃地域内の世帯間所得のばらつきは大きくなるだろう〄また〃世帯規模の縮小が与える

影響を見るには単身世帯割合などの効果を確かめればいいだろう〄これらの変数を用いて〃

近似された所得分布の標準偏差を目的変数とするステップワズ法による重回帰分析を行

う〄結果および考察は次節で行う〄 

なお〃平均と標準偏差の推定に用いた具体的な変数の作成については表３－３で説明し〃

それらの基本統計量は表３－４の通りである〄また〃サンプル数が少ないため〃両方の推

定でクロス々バリデーションも合わせて行い〃選択された変数が妥当であることも確認し

ている〄 
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表３－３ 変数の作成 

指標 変数 質問項目 定義 

住宅 

持家割合 

住宅の 

所有関係 

全世帯の内〃「持家」と答えた世帯の割合 

公共賃貸住宅割合 
全世帯の内〃「都道府県々市区町村営賃貸住宅」もしく

は「公団々公社などの賃貸住宅」と答えた世帯の割合 

給与住宅割合 全世帯の内〃「給与住宅」と答えた世帯の割合 

その他住宅割合 全世帯の内〃「その他」と答えた世帯の割合 

世帯当たり床面積 床面積 全世帯の床面積の合計/世帯数 

世帯類型 単身世帯割合 世帯人数 全世帯の内〃「１人」と答えた世帯の割合 

雇用 
第３次産業就業者割合 

（国勢調査より） 
失業率 

高齢化 
65歳以上人口割合 世帯員の

年齢 

全世帯に含まれる人口の内〃65歳以上の世帯員の割合 

75歳以上人口割合 全世帯に含まれる人口の内〃75歳以上の世帯員の割合 

ただし全世帯とはサンプルの中で回答のあった世帯であり〃それぞれ市区町村別に集計した〄 

また〃とくに明示がない限り住宅需要実態調査データからである〄 

 
 
 
 

表３－４ 基本統計量 

変数 平均 標準誤差 中央値 標準偏差 最小 最大 標本数 

平均 6.233864 0.028943 6.228295 0.138804 6.002077 6.516491 23 

標準偏差 0.716477 0.012927 0.722154 0.061996 0.572287 0.823483 23 

        

民間賃貸住宅 20.01716 1.670323 21.05263 8.010589 3.529412 31.25 23 

公共住宅割合 9.806649 2.040192 5.769231 9.784418 0 38.75 23 

給与住宅割合 4.377152 0.71714 4.761905 3.439282 0 12.19512 23 

その他住宅割合 4.080292 0.50306 3.75 2.412589 0 9.615385 23 

世帯当たり床面積 81.49434 1.61191 81.88679 7.730447 64.16541 96.86957 23 

単身世帯割合 18.13361 1.514168 17.89474 7.261693 4.6875 31.25 23 

第３次産業就業者割合 79.68578 1.078984 79.59226 5.174624 71.78936 87.56472 23 

失業率 5.589365 0.28595 5.303958 1.371368 2.90998 8.207172 23 

65 歳以上人口割合 18.77296 0.354063 18.56167 1.698026 15.39168 22.83426 23 

75 歳以上人口割合 8.275484 0.206539 8.278675 0.990524 5.610725 9.969368 23 
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３－７ 推定結果 

 

３－７－１ 市区町村レベルでの分布の推定 

前節までに行った平均と標準偏差の推定結果をそれぞれ表３－５と表３－６に示した〄 

 

表３－５ 平均の推定結果 

変数 係数 標準誤差 t 値 
 

定数項 5.577278 0.31297 17.82 *** 

持家割合 0.002836 0.001589 1.785 * 

給与住宅割合 0.01224 0.004059 3.016 *** 

単身世帯割合 -0.00818 0.002032 -4.026 *** 

第３次産業就業者割合 0.010935 0.00333 3.284 *** 

失業率 -0.05281 0.011914 -4.432 *** 

サンプル数 
  

23 

𝑅2     
  

0.8424 

ただし〃***は 1%〃**は 5％〃*は 10％で有意を表す〄 

 

表３－６ 標準偏差の推定結果 

変数 係数 標準誤差 t 値 
 

定数項 0.270831 0.145607 1.86 * 

持家割合 -0.00321 0.000942 -3.412 *** 

公共住宅割合 -0.00177 0.000815 -2.177 ** 

第３次産業就業者割合 0.005581 0.001427 3.912 *** 

75 歳人口割合 0.026184 0.00765 3.423 *** 

サンプル数 
  

23 

𝑅2     
  

0.7332 

ただし〃***は 1%〃**は 5％〃*は 10％で有意を表す〄 

 
 

まず平均のほうから見てみよう〄まず〃住居関連変数を見ると〃予想通り持家割合と給

与住宅割合がプラスの影響を持っている〄家族類型変数に関しては単身世帯割合が高いこ

とが有意に所得水準を下げる効果を持っているといえる〄都市部では若年単身者が多いた

め〃こうした傾向を示すのだろう〄また〃雇用に関連する変数では第３次産業就業者割合

がプラスに〃失業率がマナスに働いている〄第３次就業者にホワトカラーが多いこと

を考慮すれば〃ブルーカラーの多い第２次産業就業者割合に比べてその所得水準が高いこ

とが予想される〄 

今度は標準偏差を見てみると〃住居関連変数では持家割合と公共住宅割合がマナスに

有意である〄つまり〃持家や団地の多い地域では所得のばらつきが小さいということであ

る〄それぞれ持家の割合が多い地域では比較的水準の高い所に分布がかたまり〃公共住宅
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の多い地域では比較的水準の低い所に分布がかたまりやすいからだろう18)〄次に雇用に関す

る変数をみてみると〃第３次産業就業者割合がプラスに働いている〄ホワトカラーの中

でも所得のばらつきは大きいものと思われる〄また〃格差の拡大が高齢化によるものであ

るといわれていたように〃75 歳人口割合の高さは標準偏差を大きくする効果を持っている

ことが確認された〄しかし〃もう一つの大きな要因といわれている世帯規模の縮小の影響

についてはこの分析からはいえなかった〄 

 
 

 

３－７－２ 町丁目レベルへの適用 

得られたモデルに町丁目レベルの同じ変数を代入することによって〃小地域での所得分

布を得る〄表３－７は前の分析で用いた変数の大田区における小地域統計の基本統計量で

ある〄市区町村レベルの統計量とあまりに大きなずれがある場合〃推定に影響を及ぼす恐

れがあるので〃そういった可能性がある変数については〃最大値と最小値が市区町村レベ

ルでのそれの±10％に入るように調整した〄 

 
 
 
 
 
 

 

表３－７ 基本統計量 

変数 平均 標準誤差 中央値 標準偏差 最小 最大 標本数 

持家割合 48.19116 0.796165 47.9883 10.88739 0.729927 75.80128 187 

公共住宅割合 4.311496 0.769716 0 10.52571 0 99.02676 187 

給与住宅割合 4.862391 0.235788 3.87931 3.22435 0.121655 26.34961 187 

その他住宅割合 5.445056 0.306073 3.978907 4.185492 0 24.11348 187 

単身世帯割合 43.18963 0.656697 43.73957 8.980195 18.25397 64.037 187 

第３次産業就業者割合 73.92447 0.338553 74.67467 4.629638 53.80228 85.22727 187 

失業率 4.606308 0.073005 4.624277 0.998325 1.858736 11.323 187 

65 歳以上人口割合 18.55885 0.244291 18.71136 3.340635 10.20408 34.83724 187 

75 歳以上人口割合 8.122601 0.1348 8.363636 1.843364 3.160984 12.90073 187 

 
  

                                                   
18)

 山口(2005)は〃所得制限のある公共住宅に低所得者層がたまりやすく〃特定の地区に集積させやすい傾向があること

を指摘している〄 
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推定をするうえで〃世帯数が少ない町丁目では推定結果が不安定になるため〃世帯数 300

以上の 187の町丁目のみを対象に推定を行った〄その結果を表３－８に示した〄 

平均は若干低く推定されている〄ばらつきの程度も市区町村間よりは大きい〄最小値を

とる町丁目は東糀谷６丁目で〃ここでは公共住宅割合が 99％と飛びぬけて大きいことが特

徴である〄一方〃最大値をとる町丁目は田園調布３丁目で〃ここは有名な高級住宅地とし

て知られている〄 

また〃所得分布に対数正規分布という連続関数を仮定した利点として〃町丁目内での世

帯の分布も推定できる〄例えば〃田園調布３丁目における世帯収入分布は表３－９のよう

に推定され〃高所得層に偏った分布が平均水準を押し上げていると理解される〄 

 
 
 
 
 

表３－８ 町丁目レベルでの世帯収入分布の推定結果 

平均 569.762 

標準誤差 4.690195 

中央値 564.7387 

標準偏差 64.13745 

分散 4113.613 

範囲 528.7685 

最小 370.8823 

最大 899.6508 

サンプル数 187 

 
 
 
 

表３－９ 田園調布３丁目における世帯収入分布の推定結果 

世帯年収（万円） 世帯数 
  

～200 43 800～900 35 

200～300 60 900～1000 29 

300～400 65 1000～1200 46 

400～500 62 1200～1500 46 

500～600 55 1500～2000 43 

600～700 48 2000～ 47 

700～800 41 計 624 
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３－８ 妥当性の確認 

 

前節までで〃小地域における世帯収入分布を推定することができたが〃どの程度それが

妥当なものなのか「答え合わせ」をすることは難しい〄そこで〃別の所得データを用いて

同様の推定を行い〃得られた結果と比較することで確認してみたい〄 

用いる所得データは〃３－２－２で説明した理由から住宅々土地統計調査を選んだ〄た

だし〃個票データではなく集計データを用いるので〃他の属性変数と直接的なリンクはで

きない〄こうした問題を抱える点に注意が必要であるが〃比較対象データとしては有用で

あろう〄 

詳しい推定方法々結果については参考資料に掲載した〄これと前章までで得られた推定

結果を比較する〄187 の町丁目について２つの推定結果の相関を示したものが図３－３であ

る〄ここでは平均世帯収入について比較した〄 

 

300

400

500

600

700

800

900

1000

300 400 500 600 700 800 900 1000 1100 1200 1300

推

定

世

帯

収

入

（
万

円

）

住宅土地統計調査からの推定世帯年収（万円）  
図３－３ 住宅土地統計調査を用いた推計結果との相関 

 
 

高所得地区については若干のずれがみられるものの〃相関係数は 0.84 で強い相関である

といえる〄よって以下の章ではこの所得分布を用いて研究を進めていくこととする〄 
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３－９ 本章のまとめ 

 

本章では小地域レベルでの世帯収入の分布を推計することを目的とし〃推定モデルを提

示した後〃東京都大田区を事例に実証的に町丁目における世帯収入分布が推計できること

を示した〄 

まず〃利用するに適した所得データを選ぶため〃既存の所得データについて概観し〃住

宅需要実態調査データを用いる理由とその概要について説明した〄続いて先行研究をレビ

ューし〃市区町村レベルにおいて対数正規分布に近似された所得分布の平均と標準偏差の

パラメータを推定するモデルを構築し〃それを町丁目レベルに当てはめるという小地域推

計の枠組みについて述べた〄さらに〃東京都大田区を事例に実際に推計モデルを構築し〃

その結果について考察した〄そこでは推定モデルを導くだけではなく〃持家割合や雇用に

関する変数が地域の所得水準を表す重要な指標になっていることが明らかになった〄最後

に〃別の所得データとして住宅々土地統計調査から得られる推定結果と比較することによ

ってその信頼性を確認した〄 

本研究ではこの結果に基づいて〃第４章では空間的分布の変化を〃第５章以降では世帯

の居住地移動およびセグリゲーションとの関係について扱うこととする〄 
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第４章 世帯収入の空間的分布とその変化 

 
 

４－１ 本章の背景と目的 

 

格差拡大が話題になり〃同時に多くの研究が市区町村レベルでの空間的な分化を実証す

るようになってきた 1990 年代後半以降〃小地域レベルでみた所得の空間的分布はどう変化

したのだろうか〄セグリゲーションという視点からいえば〃海外の都市は別にして日本で

はその動態はほとんど調査されていない〄 

本章の目的は〃小地域レベルにおいて所得による空間的セグリゲーションが進んだのか〃

もしくはそれほど進んでいないのかを検証することである〄そのためにまず〃第３章で得

られた推定結果をもとに〃世帯収入分布について空間的な側面から考察する〄事例として

引き続き東京都大田区を選んだ〄さらに〃格差拡大が進んだとされる 1998 年から 2003 年

に焦点を当て〃セグリゲーションの度合いを測る指標である空間的相違指数を用いてその

変化について考察していく〄 

第５章での居住地移動とセグリゲーションの関連を分析する上でも〃これらの結果から

現実に所得の空間的分布がどう変化したかという事実を把握しておくことは重要であると

考えられる〄 
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４－２ 世帯収入の空間的分布―東京都大田区 

 

第３章で推定された東京都大田区の事例について〃その世帯収入分布を空間的な側面か

ら分析する〄2003 年の平均世帯収入〃高所得世帯割合〃低所得世帯割合を地図化したもの

が図４－１である〄 

 
 

 

a. 平均世帯収入の分布 

 

 

b. 高所得世帯割合の分布 

 

 

c. 低所得世帯割合の分布 

図４－１ 推定された世帯年収の空間的分布（2003 年） 
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ただし〃低所得世帯割合と高所得世帯割合の定義は大田区に含まれる全世帯の世帯収入

分布の五分位点を基準に〃下位 20％の世帯を低所得世帯〃上位 20％の世帯を高所得世帯と

している〄 

平均世帯収入をみると〃北西側と南東側でその傾向が大きく異なることが確認できる〄

平均所得が高い北西部では田園調布や山王のように複数の町丁目が集積を形成していると

ころもあるが〃久が原〃南雪谷〃南千束の一部では比較的低所得な町丁目と混在している

ところも見られる〄一方〃南東部は一部に中間的な地区があるものの全体的に低水準であ

る〄この傾向は高所得世帯割合や低所得世帯割合を見るとよりはっきりするかもしれない〄 

高所得世帯の割合を見るとほぼ北半分が割合の高い地域となっており〃低所得世帯の割

合の高い地域は周辺部に少しあるのみである〄それに対して〃低所得者の集中する地域は

中心部に偏っている〄また〃南東の端に集まる地域は高所得割合も低所得割合も大きく分

極化しているといえる〄 

それでは〃こうした地域はどういう特徴があるのだろうか〄第３章の推定の際に用いた

変数で関連があったものを地図化した図４－２と合わせて考察していく〄 

一般に所得水準の高い持家割合は周辺部で高く〃一般に所得水準の低い単身世帯が中心

部に集中していることが〃この地域の空間的な所得分布の骨格になっていると推察される〄

しかし〃世帯収入を指標としているので〃単身世帯率の高さと低所得世帯率に相関がある

のは当然であるが〃南部で単身世帯が多いのに平均水準が低い地域もみられ〃問題のある

地域だといえる〄おそらくその理由として〃失業率の高さが挙げられる〄失業率の分布と

は対照的に〃北西部ではホワトカラーの多い第３次産業就業者割合の高い地域と対なっ

ている〄失業率の分布が比較的分散しているのに対し〃第３次産業就業者の分布の集住傾

向は強いように思われる〄また高齢者の分布をみると〃中心部で混在化が進んでいること

が分かる〄 
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a. 持家割合    b. 単身世帯割合 

 

 
c. 第 3 次産業就業者割合    d. 失業率 

 

 
e. 65 歳以上人口割合 

 
ただし凡例は〃各指標において五分位点を基準に低いほうからⅠ～Ⅴとしている〄 

図４－２ 所得分布の推定で用いた地域指標 
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４－３ 1998－2003 における変化 

 

４－３－１ 1998 年の所得の空間的分布 

前節では 2003 年における所得の空間的分布を見てきた〄ここでは変化の分析の起点とな

る 1998 年の所得の空間分布を推定した上杉々浅見(2010)を参照し〃その推定結果を地図化

したものを図４－３に示した〄それぞれ平均世帯収入〃高所得世帯割合〃低所得世帯割合

となっている〄ただし〃推定方法は第３章に示したものと同じである〄 

 

 

a. 平均世帯収入の分布   b. 高所得世帯割合の分布 

 
 

 

 

c. 低所得世帯割合の分布 

図４－３ 推定された世帯年収の空間的分布（1998 年） 

 
 
 

1998 年と 2003 年の推定分布を比較すると〃田園調布や久が原〃山王といった代表的な住

宅地は高所得層を多く抱え〃所得の面でも高水準を保っていることが分かる〄一方〃公共

賃貸住宅が集まる地域でも低所得での固定化がみられる〄全体的にも西高東低の傾向は大

きく変化していないといえる〄 
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４－３－２ 地域階層の変動からみた相対的な変化 

続いて町丁目ごとの平均世帯収入の変動について分析をする〄1990 年後半以降〃所得の

絶対水準は全体的に低下した〄よって〃ここでは相対的な変動に注目する〄 

方法は〃まずすべての町丁目について 1998 年の平均世帯収入を基準に高い順にランクを

付ける〄同様に 2003 年についても処理を行う〄ランクの上位から 20％ごとに５つの地域階

層に分けた上で〃５年間にどの地域階層からどの地域階層へと変化したのかを調べる〄 

各階層からの移動率を示したものが表４－１である〄５年後に同じ階層にあった地域は

最も上の階層と最も下の階層でも６割程度である〄中間地域ほど順位の変動が大きいこと

が分かる〄つまり〃どの階層にあっても５年間の時間があれば相対的な位置は大幅に変化

しうるということである〄これは市区町村レベルでの経済的地位が比較的安定していると

いう先行研究と比べると〃町丁目レベルでは違った結果である〄特に最も下の階層から最

も上の階層まで上昇することはないようであるが〃２番目に高い階層に変化している町丁

目も存在している〄逆に大きく下降した町丁目も皆無ではない〄これはおそらく通常の社

会人口動態では説明できないものであろう〄町丁目は小さな単位空間であるので〃ひとた

び大きな開発が行われそれまでの住民とは異なる階層の住民が大量に流入した場合こうい

った現象が起こる可能性がある〄 

さらに詳しくみるために〃今度は十分位点をとって同様の階層移動の変化を示したもの

が表４－２である〄特に注目したいのが上位層と下位層である〄表４－１では変化先のば

らつきとしては類似しているように見えたが〃より詳しく見ると上位層のほうがはるかに

安定していることが分かる〄つまり高所得地域という地位がそれほど揺らぐものでないの

に対し〃低所得地域にはそのまま低所得地域として固定化しているところと何らかの理由

で急激な変化を経験する地域に分かれる〄 

最後にこれらの空間的位置関係を明らかにするため〃地域階層が上昇した（つまり 1998

年に属していた地域階層から 2003 年には上位の階層に移動した）地域と〃地域階層が下降

した（つまり 1998 年に属していた地域階層から 2003 年には下位の階層に移動した）地域

を図４－４に示した〄 

階層が下降した地域は南部の多摩川沿いに多くみられる〄南東の低所得地域にも階層が

低下した一帯がみられるが〃残りの多くは地理的にも低所得地域と高所得地域の間に位置

し〃所得階層的にも中間的な地帯に多い〄以上のような地域が空間的にも連続してみられ

るのに対し〃階層を上昇させた地域は区内の中で非常に分散しており〃近隣との類似性に

大きな影響を与えるものと思われる〄こうした要因やセグリゲーションへの影響について

は第５章で考察する〄 
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表４－１ 平均世帯収入ランクの変化（五分位） 

全町丁目

187 
 

2003 年 

 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

1998年 

Ⅰ 22 8 6 2 0 

Ⅱ 10 12 7 7 1 

Ⅲ 3 8 11 9 6 

Ⅳ 3 6 11 10 7 

Ⅴ 0 3 2 9 24 

ただし〃地域階層の低い順からⅠ〃Ⅱ〃Ⅲ〃…と表記している〄 

 
 
 
 
 
 

表４－２ 平均世帯収入ランクの変化（十分位） 

全町丁目

187 
 

2003 年 

 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ 

1998年 

Ⅰ 11 2 2 2 1 0 0 1 0 0 

Ⅱ 4 5 1 3 3 2 0 1 0 0 

Ⅲ 1 4 5 1 3 2 0 2 1 0 

Ⅳ 1 4 2 4 2 0 3 2 1 0 

Ⅴ 0 1 3 1 4 3 1 1 3 1 

Ⅵ 1 1 1 3 1 3 3 4 1 0 

Ⅶ 1 1 0 2 2 5 4 0 2 1 

Ⅷ 0 1 2 2 1 2 7 0 2 2 

Ⅸ 0 0 3 0 1 1 1 5 3 5 

Ⅹ 0 0 0 0 0 0 0 3 6 10 

ただし〃地域階層の低い順からⅠ〃Ⅱ〃Ⅲ〃…と表記している〄 
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図４－４ 地域階層の変化 
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４－３－３ セグリゲーションの指標からみた変化 

都市の中で居住者が何らかの基準によって完全に分離して居住するということは通常な

い〄よって〃住み分けを研究の対象とする場合〃どの程度セグリゲーションが起きている

かということが問題になる〄セグリゲーションの度合いを測る指標として〃相違指数(index 

of dissimilarity)〃すみわけ指数(index of segregation)〃立地係数(location quotient)〃ローレンツ

曲線(Lorenz curve)が挙げられる（山下 1984）〄 

ここでは最もよく用いられる空間的相違指数19)からみたセグリゲーションの変化につい

て検討する〄この相違指数は２つの集団が都市内でどれくらい居住分化しているか測るも

ので〃２つの集団を高所得世帯と低所得世帯としたとき〃その空間的相違指数 DI は(4-1)式

で表される〄仮に完全に分離していれば１を〃均一に分布していれば０をとる〄またこの

値は〃２つの集団が均等に分布するために必要な移動量も示している〄 

 

𝐷𝐼 =  
 𝐻𝑖 − 𝐿𝑖  

2

𝑛

𝑖=1

 (4-1) 

 

ただし〃n は区内の町丁目数〃Hiは区内の高所得世帯のうち町丁目 i に属する高所得世帯

の割合〃Liは区内の低所得世帯のうち町丁目 iに属する低所得世帯の割合である〄大田区内

の 187 町丁目を対象に 1998 年および 2003 年の DI を計算したものが表４－３である〄 

 
 

表４－３ 空間的相違指数の変化 

 
平均世帯収入 変動係数 第Ⅰ分位点 第Ⅳ分位点 DI 

1998 638.0 0.101 590.5 677.8 0.118 

2003 569.8 0.113 520.8 613.8 0.142 

サンプル数〆187 町丁目 

 
 

この５年間で全体的な傾向として所得の平均水準が低下したことは平均世帯収入や五分

位点の様子からみても明らかである〄また〃変動係数や DI は若干上昇しているもののほぼ

変わっていないといってよいだろう〄市区町村レベルでは空間的分化が進んだといわれて

いるが〃町丁目レベルでみるとセグリゲーションが進行したと明確に言うことはできない

と思われる〄 

  

                                                   
19)

 非類似指数とも呼ばれる〄 
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４－４ 本章のまとめ 

 

1990 年代後半以降〃小地域レベルにおいて所得の空間的分布はどう変化したのかについ

て〃第３章で推定された東京都大田区の所得分布の変化から考察した〄対象とした期間は

1998 年から 2003 年と〃全国的には格差拡大が顕著になり地域間の格差も指摘された時期で

ある〄 

まず〃第３章で得られた推定結果をもとに〃世帯収入分布の変化について空間的な側面

から考察した〄その結果〃高所得地域は時系列的にも安定的であるのに対し〃低所得地域

は固定化の進む地域と急激な階層上昇がみられる地域に分かれた〄特に〃後者は空間的な

連続性が弱く区内に分散している〄また〃地理的にも北西部の高所得地帯と東南部の低所

得地帯の間に位置する中間所得階層の地域では階層の相対的位置が変わりやすい〄 

さらに〃セグリゲーションの度合いを測る空間的相違指数などの定量的な指標を用いて

その変化を分析したが〃若干の分化傾向は把握できたがそれほど明確にセグリゲーション

が進んでいるとはいえないだろう〄 

なぜこうした変化が起きたのかという要因を考えながら〃第５章では居住地移動とセグ

リゲーションの関連について〃大田区を対象とした実証的な分析を行っていく〄 
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第５章 居住地移動と居住地選択からみたセグリゲーション 

 
 

５－１ 本章の背景と目的 

 

本章では特に居住地移動と居住地選択に着目して都市内セグリゲーションについて考察

する〄その際〃東京都大田区を事例に第４章で明らかになった 2000 年以降の小地域におけ

る所得の空間的分布の変化の要因について実証的に分析する〄 

居住地移動に関しては国勢調査において 10 年に一度〃「５年前の住所」を尋ねる項目が

ある20)〄最新のデータは 2000年のもので〃1995年からの５年間の居住地移動が把握できる〄

図５－１は対象事例である東京都大田区についてこれらを地図化したものである〄ここで

注意点として〃この統計では 1995 年から 2000年を対象にした人口単位での集計であるこ

とが挙げられる〄本研究では 2000 年から 2005年を対象に世帯単位の分析を行っているが〃

大田区のミクロな人口移動の実態について大まかな傾向は把握できると考えられる〄 

世帯収入の高い層が集まる北西部では大田区以外からの転入者の割合が多い〄特に都内

からの移住者の傾向は顕著である〄他県からの移住者の割合が多い地区はそれに比べて少

し地理的にばらつきがあり〃中心部から低所得地域の一部にまで広がっている〄一方で〃

移動していない〃もしくは区内で完結する移動を経験している人口が多い地区は南東部に

偏っている〄よって〃低所得層の多い南東部では低所得者が滞留しているか〃移動してい

るとしても内部での移動にとどまっていることが推測される〄 

本章でははじめに〃どういった要因がこうした地域間での差異を生み出しているのか明

らかにする〄そこでは世帯固有の要因だけでなく〃近隣から受ける地域要因についても考

察したい〄本研究では特に所得関連指標に興味があることから〃世帯年収や地域内の所得

水準といった要因にも注目する〄方法は〃本来ならば世帯要因と地域要因を同時に分析で

きるマルチレベルモデル21)を採用することが適しているが〃世帯要因を分析するための住宅

需要実態調査個票データが町丁目単位で集計されていないため不可能である〄よって以下

５－２では先行研究を概観した上で〃回帰モデルを用いて世帯要因と地域要因を別々に分

析した〄 

続いて５－３では〃居住地選択について地域の所得水準の面から５つの階層に分け〃ど

の階層の地域からどの階層に地域に移住するのか検討した〄ここでは〃電話帳データを用

いて区内移動に焦点を当てている〄セグリゲーションについて議論するためには〃次のよ

うに分析する方法が考えられる（図５－２）〄 

まず〃対象範囲内の全世帯の所得レベルから五分位点を求め〃低い順に「世帯階層」Ⅰ

～Ⅴと名付ける〄同様に町丁目についても〃各町丁目の平均所得を基準に五分位点を求め〃

                                                   
20)

 選択肢は〃大きく分けて「現住所」〃「自市区町村内」〃「都内他市区町村」〃「他県」の４つである〄 

21)
 データの階層構造も考慮できれば〃移動率を説明する際に世帯の変数と地域の変数の関係も調べることができるため〃

世帯の変数だけでは説明しきれない地域レベルの要因があるのかどうかも調べることができる〄 
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低い順に「地域階層」Ⅰ～Ⅴと名付ける〄それぞれの地域には各階層の世帯が居住してい

るがその構成比は異なると想定される22)〄高所得階層が高所得地域へ転居したり高所得地域

で階層上昇が起きたりすればセグリゲーションの度合いは高まるといえる〄逆も同様であ

る〄居住地移動に依らない所得階層の移動に関しては〃適したデータがないことから大田

区について議論できる資料はない〄そこで〃５－４では所得を指標とした一般的な階層移

動について既存研究からのデータを引用することで考察したい〄 

５－５ではこれまでに示した現象の背景について〃住宅分布の変動や年齢別人口の社会

増減から探るとともに〃第４章で示された所得の空間的分布の変化との関連について論じ

る〄また〃セグリゲーションの形成過程における都市内移動の役割についても考察する〄 

最後に５－６で本章をまとめる〄 

ただし〃第４章では 1998 年から 2003 年までの５年間での所得分布の変化を考察したが〃

本章の５－３以降の分析ではデータの制約上の理由から代替的に 2000 年から 2005 年まで

の５年間を対象とすることでこの時代のセグリゲーションについて分析を進めていく〄 

 
  

                                                   
22)

 地域Ⅰでは世帯階層Ⅰの割合が高くなり〃地域Ⅴでは世帯階層Ⅴの割合が高くなる〄 
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a. ５年前住所が現住所および自市区町村内    b. ５年前住所が都内他市区町村 

 

 
c.  ５年前住所が他県 

資料〆国勢調査（2000 年） 

図５－１ 町丁目別５年間の現住所 

 
 
 

地域階層Ⅰ 地域階層Ⅱ 地域階層Ⅲ 地域階層Ⅳ 地域階層Ⅴ

世帯階層Ⅰ

世帯階層Ⅱ

世帯階層Ⅲ

世帯階層Ⅳ

世帯階層Ⅴ

 
図５－２ 所得によるセグリゲーションの形成過程 
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５－２ 所得要因からみた居住地移動 

 

５－２－１ 先行研究 

本節では所得要因を世帯要因と地域要因に分け〃それらが居住地移動に与える影響につ

いて分析する〄その前に〃世帯要因を扱った既存研究がいくつかあるので〃特に所得関連

指標に注目してこれらを概観しておきたい〄 

吉田ら(2002)は〃住み替え行動における高齢化の影響を指摘した上で〃持家独立居住高齢

者を対象として〃子と同居の住み替え〃同居以外の住み替え〃配偶者の死亡の３つのモデ

ルについて分析している〄住宅需要実態調査の個票データを用いた同居以外の住み替えの

分析では〃職の有無や所得（低所得/普通/高所得）〃住宅タプ〃居住年数などをパラメー

タとしたハザードモデルの結果を示している〄それによると〃所得に関しては住居という

資産を保有する持家居住者に対しての影響は小さいとしている〄 

五十嵐ら(2005)は〃住み替えを考慮した世帯の現在分布を推定するため〃転居世帯発生モ

デルとして以下のような二項ロジットモデルを設定した〄つまり〃住宅需要実態調査の個

票データから〃世帯主ダミー〃賃貸ダミー〃世帯所得を変数23)に世帯の転居の有無を予想し

た〄その結果〃世帯主年齢が 35 歳以下だと転居は発生しにくい一方で〃賃貸物件入居者や

所得が高いほど転居が発生しやすいことが確認された〄 

小林々行武(2008)も〃住宅需要実態調査の個票データを用いてバブル崩壊以後の東京圏に

おける住み替え行動に影響を与える要因について分析を行っている〄それによると〃直近

のデータでは所得変化が住み替え行動に与える影響は小さくなってきていると指摘しつつ

も〃所得の増加は持家への住み替え確率を上昇させるとしている〄一方〃借家世帯に関し

てもそれほど効果は大きくないとしながら〃所得の上昇が23区外の持家への住み替え確率

を上昇させるとしている〄このように〃世帯の所得など経済的要因よりも世帯人員や世帯

主年齢といったラフサクル要因による影響が大きいが〃外部環境の変化によるその時

間的な変動も大きいことが示されている〄 

鎌田(2003)は「パラサト々シングル」仮説を検証するため親子同居に焦点を当て〃本人

年収や世帯年収などを含めた社会経済的要因〃人口学的要因〃親子のニーズ〃価値観を変

数にロジステゖック分析を行っている〄その結果〃親との同居は特に男性に関して本人年

収が低く〃世帯年収が高いものに有意であることなどから経済的な依存性が大きいことが

明らかになった〄 

野沢(2004)は定住々移住意識という面から〃居住地域内に親密な親類関係が維持されてい

る場合には定住志向が強く〃居住地域外に大きな親族々友人関係を持っているほど定住に

こだわらないというネットワークの重要性を指摘している〄 

ここまで所得に関する世帯要因について扱った既往研究を紹介してきたが〃世帯年収は

                                                   
23)

 世帯主ダミーでは世帯主年齢が 35 歳以上を 1〃それ以外を 0〃賃貸ダミーでは賃貸物件入居者を 1〃持家入居者を 0

としている〄 
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転居の有無を決定する一つの要因となっている〄転居の有無だけでなく居住地の選択に関

しても〃高所得者は居住空間の需要増加よりは時間費用の影響のほうが大きく〃郊外より

も都心居住傾向が強いというような影響もみられる(小松々中川 2007)〄しかし〃全国的な傾

向と東京都区部のような特異な地域では状況も異なると思われる〄さらに〃年齢や世帯年

収についても詳しい変数を用いた分析も必要となるだろう〄 

一方〃地域や近隣の所得と世帯の転居発生に関連する研究例は〃海外においては１－４

で紹介した Ham and Feijten (2008)などがあるが〃日本ではほぼ見られない〄 

地域所得と居住地移動を扱った研究は谷岡(2000)や伊藤(2001)などにあるが〃これらは分

析の単位が都道府県レベルでかつ人口移動を雇用と関連した労働力の移動としてとらえて

いる〄Berthoud (2008)が述べるように〃遠く離れた地域間の格差はそれぞれの地域の経済や

雇用によって説明されるが〃地域内のような狭い範囲内での地域格差はその居住者の住宅

地選別によって説明されるので〃分析の対象としているレベルが違うということになる〄

例えばいくら経済的な差があっても〃特定の都道府県や市区町村に転居できないというこ

とはないが〃その中で居住地を選ぶ際には「入ることができない」町丁目やコミュニテゖ

が存在することも世帯の所得水準によってはありうるだろう〄そういった点では〃日本で

も所得による住宅地選別は存在していると考えられる〄 

以上の知見を踏まえて〃次では所得要因が居住地移動に与える影響について分析してい

く〄 
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５－２－２ 世帯要因 

以下では〃特に所得変数に焦点を当てて個々の世帯要因から世帯の転居率に影響を与え

る要因について分析した上杉々浅見(2010)を引用しながら本項を進める〄 

まず〃世帯が転居するかしないかを二項ロジットモデルを用いて分析しているが〃用い

た変数をまとめると表５－１の通りである〄データは 1998 年の住宅需要実態調査によるも

のであり〃同年の大田区を対象に過去５年間での転居の有無を推定した〄 

このモデルから表５－２のような結果が得られ〃家族類型や世帯員属性よりも住宅や世

帯主年齢〃世帯年収の効果が大きいことが分かった〄総合的に見ると既往研究と整合して

いる結果であるといえる〄世帯収入の影響に注目すると〃平均水準よりも少し下の層およ

び年収 1000 から 1500 万円という高い階層の２つの段階で転居が起こりやすいことが明ら

かになった〄ある程度の所得を得るようになり経済的に転居できる余裕が出てきた層と〃

さらに良好な住居水準を求める高所得層の存在が推察される〄 

 
 
 
 
 

表５－１ 変数一覧 

指標 変数 
    

転居 転居の有無 
 

世帯員 世帯人数 
 

    
６歳未満子供有ダミー 

住宅 （持家ダミー） 
  

18歳未満子供有ダミー 

 
民間賃貸住宅ダミー 

  
65歳以上高齢者有ダミー 

 
公共住宅ダミー 

 
世帯年収 200万円以下ダミー 

 
給与住宅ダミー 

  
200～300万円ダミー 

 
その他住宅ダミー 

  
300～400万円ダミー 

家族類型 単身世帯ダミー 
  

400～500万円ダミー 

 
夫婦世帯ダミー 

  
500～700万円ダミー 

 
（夫婦と子世帯ダミー） 

  
700～1000万円ダミー 

 
片親世帯ダミー 

  
1000～1500万円ダミー 

 
その他世帯ダミー 

  
1500万円以上ダミー 

世帯主 世帯主年齢 
    

 
世帯主年齢の２乗 

    

 
女性ダミー 
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表５－２ 転居の世帯要因の推定結果 

変数 係数 標準誤差 z 値 
 

定数項  -6.85202 3.153956 -2.173 ** 

民間賃貸住宅ダミー  1.687849 0.687012 2.457 ** 

給与住宅ダミー  1.288085 0.802321 1.605 
 

その他住宅ダミー  4.170859 1.027132 4.061 *** 

世帯主年齢  0.274322 0.145624 1.884 * 

世帯主年齢の 2 乗  -0.0037 0.001708 -2.169 ** 

年収 200~300 万円ダミー  1.820486 1.164097 1.564 
 

年収 300~400 万円ダミー  1.495021 0.796014 1.878 * 

年収 1000~1500万円ダミー  1.913638 0.803213 2.382 ** 

尤度比 0.308951 
 

適中率 0.798165 
 

サンプル数は 109〄ただし〃***は 1%〃**は 5％〃*は 10％で有意を表す〄 
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５－２－３ 地域要因 

続いて地域要因から世帯の転居率に影響を与える要因を探る〄用意した変数は以下の通

りである〄住居関連指標24)として民間賃貸住宅割合〃公共住宅割合〃給与住宅割合〃その他

住宅割合という変数を用意したが〃移動率は持家の多い地域に比べて民間や公共の賃貸住

宅の多い地域のほうが高いと予想される〄世帯に関する指標としては単身世帯割合〃三世

代同居世帯割合であり〃単身世帯が多いほど〃また三世代同居世帯が少ないほど移動率が

高くなると考えられる〄さらに高齢化の指標として 65 歳以上人口割合を〃都市化の指標と

して人口密度の対数と地価の対数を用いた〄高齢者が少なく〃都市部であるほど世帯の入

れ替わりは激しいと予想される〄 

所得関連指標としては絶対的な基準である平均世帯収入とジニ係数〃相対的な基準であ

る高所得世帯割合〃低所得世帯割合を用いた〄ここでの目的は地域の所得関連指標が世帯

の移動に与える要因を調べることであるから〃以下ではこれを変数に含めないモデルと含

めたモデルの両方について考察する〄 

移動率を国勢調査（2000 年）の「５年前住所が現住所」以外の人口の割合と定義し〃こ

れを目的変数として重回帰分析する〄ただし〃これは世帯単位の集計ではなく人口単位の

集計であるが〃データの制約上これを用いる〄 

なお〃住居〃世帯25)〃人口密度に関する指標は国勢調査（2000 年）から求めた〄地価に

ついては 1999 年の路線価の町丁目内データの単純平均値26)とした〄平均世帯収入〃ジニ係

数〃高所得世帯割合〃低所得世帯割合は第３章で推定したものである〄これらの基本統計

量は表５－３の通りであり〃先に述べたように「近隣」における要因を考えるため分析は

町丁目単位で行う〄 

まず〃モデル１として住居〃世帯〃高齢化〃都市化変数のみを用いて重回帰分析を行っ

た結果が表５－４である〄公共住宅割合〃単身世帯割合〃三世代同居世帯割合〃65 歳以上

人口割合〃地価の対数が予想された符号で有意となっている〄これは公共住宅で流動性が

低いという例の裏付けにもなっている〄定住性という点では〃地価が安くて頼れる親類が

いることが大きく影響すると考えられる〄 

次にモデル１の変数に所得関連指標（町丁目の平均世帯収入〃高所得世帯割合および低

所得世帯割合27)）を追加したものがモデル２である〄モデル１と比べて決定係数が上がりモ

デル全体としては改善した〄一部〃有意ではなくなった変数もあるが他の変数の効果はほ

とんど同じである〄所得に限って見てみると〃その絶対的な地域水準よりも高所得世帯割

合が世帯の移動性を有意に高めることが分かる〄 

そして〃モデル１の変数に所得関連指標（町丁目の平均世帯収入およびジニ係数）を追

                                                   
24)

 持家割合を基準にする〄 

25)
 ただし〃三世代同居世帯割合については 2000 年集計のものがなかったため 2005 年集計のものを用いた〄 

26)
 「町地価」として住まいサーフゖン(https://www.sumai-surfin.com/place/chika/index.php)で公表されている〄 

27)
 大田区全体の上位 20％を高所得世帯〃下位 20％を低所得世帯としている〄 
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加したものがモデル３である〄モデル１と比べて決定係数が上がりモデル全体としては改

善した〄モデル２と同様に〃一部有意ではなくなった変数もあるが他の変数の効果はほと

んど同じである〄所得に限って見てみると〃その絶対的な地域水準とジニ係数の両方が有

意であることが分かる〄つまり〃高所得地域で所得格差が大きな地域ほど移動率が高いと

いうことであり〃モデル２において高所得世帯割合が高い地域で移動率が高くなることと

整合している〄 
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表５－３ 基本統計量 

 
平均 標準誤差 中央値 標準偏差 分散 最小 最大 標本数 

移動率 36.7582 0.47556 36.2795 6.50330 42.29296 15.7180 54.5597 187 

         

持家割合 43.8174 0.71334 42.8668 9.75490 95.1581 0.72463 74.2448 187 

民間賃貸住宅割合 41.8312 0.77893 42.0405 10.6518 113.4607 0.48309 63.8084 187 

公営賃貸住宅割合 4.47091 0.78135 0 10.6848 114.1668 0 98.1884 187 

給与住宅割合 7.93537 0.42706 5.97987 5.84 34.1056 0.60386 36.2093 187 

その他住宅割合 3.47519 0.17059 2.97280 2.33286 5.442262 0 16.7493 187 

単身世帯割合 41.0794 0.59589 41.3612 8.14877 66.40251 18.4466 57.7777 187 

三世代同居割合  3.13451 0.06909 3.07820 0.94479 0.892641 1.12028 7.23514 187 

65 歳以上人口割合 16.3777 0.21302 16.6162 2.91302 8.485707 6.57894 25.3404 187 

人口密度 17615.6 418.293 18057.1 5720.08 3271934 2442.9 34170 187 

地価(1998) 358.283 5.53240 347 75.6544 5723.602 254 927 187 

平均世帯収入 638.010 4.69184 632.375 64.1600 4116.508 520.247 1054.62 187 

ジニ係数 0.37929 0.00255 0.38370 0.03487 0.001216 0.25057 0.4421 187 

高所得世帯割合 20.0790 0.30191 20.0517 4.12866 17.04584 7.77990 42.7165 187 

低所得世帯割合 19.5620 0.29434 19.9215 4.02513 16.20173 7.63788 28.9549 187 

 
 
 

表５－４ 移動率の地域要因の推定結果 

 
モデル１ 

 
モデル２ 

 
モデル３ 

 

変数 係数 t 値 
 

係数 t 値 
 

係数 t 値  

定数項 -20.5029 -1.687 * -2.39329 -0.198 
 

-13.5378 -1.177  

公営賃貸住宅割合 -0.07844 -2.464 ** 
   

   

単身世帯割合 0.10854 2.488 ** 0.25913 5.935 *** 0.224139 4.233 *** 

三世代同居割合  -0.94065 -2.437 ** -0.6732 -1.83 * -0.68406 -1.859 * 

65 歳以上人口割合 -1.18275 -10.414 *** -1.47488 -12.132 *** -1.59331 -10.317 *** 

地価 1998の対数  12.86667 6.416 *** 7.54083 3.461 *** 7.178188 3.248 *** 

高所得世帯割合  
   

0.5249 5.39 *** 
   

平均世帯所得 
    

0.027231 3.904 *** 

ジニ係数 
    

25.96585 1.756 * 

サンプル数 187 
 

187 
 

187 
 

𝑅2     0.5849 
 

0.6303 
 

0.6296 
 

ただし〃***は 1%〃**は 5％〃*は 10％で有意を表す〄 

  



第５章 居住地移動と居住地選択からみたセグリゲーション 

 

64 

 

しかし〃それについては高所得世帯が多いから流動的な地域になるのか〃流動的な地域

だから高所得世帯が増えるのかは分からない〄また〃ジニ係数の影響に対する解釈も同様

である〄そこで内生性の検定28)をしてみると〃高所得世帯割合とジニ係数には内生性がある

可能性が残った〄この問題を解決するために操作変数法を用いて二段階最小二乗法による

推定を行う〄 

最初に〃高所得世帯割合の問題から考える〄町丁目 i の移動率 move_rateiは高所得世帯割

合 rich_rateiを用いて(5-1)式のように表すことができる（第２段階目）〄また〃高所得世帯割

合と相関を持ち(5-1)式の誤差項とは相関を持たない操作変数 z は(5-2)式で用いられる（第１

段階目）〄ここでは操作変数を第３次産業就業者割合と失業率とした〄第３章での分析から

この２変数は高所得世帯割合と強い相関を持っていると考えられる〄 

 

𝑚𝑜𝑣𝑒_𝑟𝑎𝑡𝑒𝑖 = 𝛼0 +  𝛼𝑘𝑥𝑘𝑖 + 𝛽𝑟𝑖𝑐ℎ_𝑟𝑎𝑡𝑒𝑖 + 𝑢𝑖

𝑛

𝑘=1

 (5-1) 

  

𝑟𝑖𝑐ℎ_𝑟𝑎𝑡𝑒𝑖 = 𝛾0 +  𝛾𝑘𝑥𝑘𝑖 +

𝑛

𝑘=1

 𝜋𝑙𝑧𝑙𝑖

𝑚

𝑙=1

+ 𝑣𝑖  

 

(5-2) 

 

ただし〃とは定数項〃kとk〃〃lはパラメータ〃uiと viは誤差項である〄xkiにはモ

デル１で用いた変数を採用した〄推定結果は表５－５の通りである〄 

操作変数が内生性の疑われる変数と相関を持つこと（妥当性）と〃操作変数が(5-1)式の

誤差項と相関を持たないこと（外生性）が必要となる〄前者を確かめるために(5-2)式の推

定結果を見ると〃いずれの操作変数の係数も有意で０ではない〄後者を確かめるためには〃

過剰識別検定が用いられる〄ここで操作変数が外生であるという帰無仮説が棄却できなか

ったことから外生性が確認された〄 

以上のことから操作変数が妥当なものとして〃結果を見ていく〄第１段階目の分析から

は〃高所得世帯が多い地域では第３次産業就業者割合が高く失業率が低いことが読み取れ

る〄このほかの変数の効果についても第３章で得られた知見と整合する〄ただし〃地価に

ついては第３章の分析では変数に含めなかったが〃容易に想像できる通り地価が高いとこ

ろでは高所得層が多いことも分かる〄第２段階目ではこの推定結果をもとに移動率を推定

している〄高所得世帯割合は操作変数でコントロールした後においても有意となった〄つ

まり〃高所得世帯が多いほど転居率が高く〃定住率が低いといえる〄 

続いて〃ジニ係数についても同様に操作変数法を用いて移動率の推定を行う〄操作変数

として地価の対数と第３次産業就業者割合を用いた〄その結果が表５－６である〄 

第１段階目で推定されたジニ係数の係数をみると若干影響の度合いは下がっているが〃

10%水準で有意のままである〄つまり〃所得格差のある地域のほうが移動が起こりやすいと

                                                   
28)

 第１段階目の誤差項を第２段階目の式に組み入れて最小二乗法を行い〃誤差項の係数が 0 であるという帰無仮説を t

検定によって検証するものである〄帰無仮説が棄却されれば内生性が疑われることになる〄 



第５章 居住地移動と居住地選択からみたセグリゲーション 

 

65 

 

いうことがいえる〄モデル２の結果と合わせれば〃特に高所得者割合の影響のほうが大き

いことも分かる〄 

 
 
 
 
 
 

表５－５ 操作変数法を用いた推定結果（モデル２） 

 
第２段階推定 

 
第 1 段階推定 

 
変数 係数 t 値 

 
係数 t 値 

 
定数項 4.62372 0.35 

 
-35.6813 -6.457 *** 

民間賃貸住宅割合 0.07791 1.572 
 

-0.10636 -5.69 *** 

公営賃貸住宅割合 0.09137 1.694 * -0.16633 -10.36 *** 

単身世帯割合 0.28209 4.119 *** -0.22949 -10.244 *** 

三世代同居割合  -0.67073 -1.773 * 
   

65 歳以上人口割合 -1.60722 -10.621 *** 0.42835 9.584 *** 

人口密度の対数 
   

1.34715 3.908 *** 

地価 1998の対数 5.02128 1.837 * 5.28533 6.001 *** 

高所得世帯割合 0.78941 4.053 *** 目的変数 
 

失業率 
（操作変数）  

-0.37254 -2.962 *** 

第３次産業就業者割合 
 

0.29499 10.564 *** 

ただし〃***は 1%〃**は 5％〃*は 10％で有意を表す〄 

 
 
 
 

表５－６ 操作変数法を用いた推定結果（モデル３） 

 
第２段階推定 

 
第 1 段階推定 

 
変数 係数 t 値 

 
係数 t 値 

 
定数項 -15.1677 -1.32 

 
-0.2926 -17.373 *** 

民間賃貸住宅割合 
   

0.000299 3.322 *** 

公営賃貸住宅割合 
   

-0.00033 -4.814 *** 

単身世帯割合 0.232163 4.517 *** -0.00024 -2.147 ** 

三世代同居割合  -0.66621 -1.804 . 
   

65 歳以上人口割合 -1.42737 -12.082 *** 0.006686 31.907 *** 

人口密度の対数 7.020766 3.149 *** 
   

平均世帯収入 0.027723 4.001 *** 
   

ジニ係数 23.68945 1.66 * 目的変数 
 

地価 1998の対数 
（操作変数）  

0.03421 20.278 *** 

第３次産業就業者割合 
 

0.00321 27.968 *** 

ただし〃***は 1%〃**は 5％〃*は 10％で有意を表す〄 
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５－３ 地域の所得水準と居住地選択 

 

ここでは都市内移動に焦点を当て〃移動先の決定と地域の所得水準との関連についてみ

ていく〄社会都市地理学では発地と着地の社会経済的地位に類似性があるといわれるが（ノ

ックス々ピンチ 2005）〃実際にそれを確認した例はあまり見られない〄都市内移動を分析す

るための集計データは公表されておらず〃先にも述べたように所得のデータが手に入りに

くいこと〃さらに分析単位も小さいことが求められることなどがそれを困難にしている理

由である〄これまでの都市内移動の分析では住民票や電話帳データなどの個人もしくは世

帯レベルの資料が用いられてきた〄谷(1995)は〃市内での居住地移動を把握するために電話

帳データとゕンケート調査を併用している〄この研究では〃市内での中心部から周辺への

流出と中心部での残留〃さらに中心部からの流出を補う市外からの流入というミクロな人

の流れが明らかにされた〄 

今回の分析でも電話帳データを用いる〄これは 2000 年および 2005 年のハローページに

掲載された大田区に居住する個人に関するデータであり〃氏名のほか郵便番号〃住所〃電

話番号が含まれる〄サンプル数は 2000 年で 119,240 件〃2005 年は 97,259 件である〄総世帯

数と対応させると〃各年でそれぞれ 40.1%および 30.8%のサンプリングとなり〃全体の約３

割から４割となっている〄さらに〃図５－３のように各町丁目別にみてもほぼ均等にサン

プリングされていると考えられることから以下ではこのデータを用いて分析を行う〄もち

ろん掲載者のみの情報しか得られないため〃例えば若年単身者などに関する情報は含まれ

にくいことなどが注意すべき点である〄 

 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

0 1000 2000 3000 4000 

サ

ン

プ

ル

数

実世帯数（世帯）
 

図５－３ 電話帳データのサンプル数と実世帯数（2000 年大田区町丁目） 

 
 

分析の方法を以下に示す〄まず町丁目を分析単位として〃それぞれの 2000 年の平均所得

を基準に５つの地域階層に分類し〃高い順に高所得地域〃中高所得地域〃中所得地域〃中

低所得地域〃低所得地域とする（図５－４）〄次に電話帳データから〃2000 年から 2005 年

の間に区内から区内での転居を経験した世帯を特定し〃発地の地域階層と着地の地域階層
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を記録する〄区内移動をした全ての世帯に対しこれを行い〃起終点表（OD 表）という形で

集計する〄これをもとに〃区内転居者は経済的に同質な地域に移動しやすいという仮説を

検証する〄具体的には〃①低所得地域からの転居者は低所得地域に移動②高所得地域から

の転居者は高所得地域に移動という２点について有意差検定を行う〄 

 

 
図５－４ 平均所得による地域分類 

 

表５－７は電話帳データから得られる実移動数の起終点表である〄全サンプル数約 12 万

のうち〃各階層地域からそれぞれ 2,500 前後の移動が起きていることが分かる〄これを移動

選択確率として〃それぞれの値を各階層地域からの総移動者数で割ったものが表５－８で

ある〄
検定を用いた独立性の検定の結果〃

値は 2,847 となり〃独立であるという仮説を

棄却した〄よって〃発地と着地の経済的地位については有意に関連しているといえる〄 

次に〃区内転居者は経済的に同質な地域に移動しやすいという仮説を検証するため〃以

下の帰無仮説について比率の検定を行った〄つまり〃①「低所得地域からの移動者のうち

低所得地域もしくは中低所得地域に移動する割合とそれ以外の地域に移動する割合に差は

ない」〃「中低所得地域からの移動者のうち低所得地域もしくは中低所得地域に移動する割

合とそれ以外の地域に移動する割合に差はない」〃②「高所得地域からの移動者のうち高所

得地域もしくは中高所得地域に移動する割合とそれ以外の地域に移動する割合に差はな

い」〃「中高所得地域からの移動者のうち高所得地域もしくは中高所得地域に移動する割合

とそれ以外の地域に移動する割合に差はない」という仮説である〄検定の結果〃全て有意

水準１%で棄却(p<.01)されたことから〃いずれも有意差が有るということになった〄このこ

とから〃区内移動における居住地選択はランダムではなく地域の所得水準に規定される部

分も大きいことが分かった〄地域の所得水準と住宅の購入価格や家賃が相関しているとす

れば〃以前の居住地の水準と大きく変えることはできないだろう〄しかし〃その傾向は非

常に強いものであるとはいえない〄確かに近い階層地域ほど移動先割合は高いが〃どの地

域にも少なくとも１割の居住者が移動している〄以上のことから〃多くの地域で多数派の

所得階層以外の階層世帯でも入り込む余地があることや〃５年間で相対的に所得階層が変

化した世帯が一定数存在することが示唆される〄 
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表５－７ 実移動数の起終点表 

  
着地(2005 年) 

 

N=12,208 低 中低 中 中高 高 計 

発地 

(2000 年) 

低 1082 425 317 388 284 2496 

中低 490 865 359 361 278 2353 

中 393 472 875 451 394 2585 

中高 348 379 341 988 418 2474 

高 283 312 341 435 929 2300 

 
 
 

表５－８ 移動選択確率 

(%) 
 

着地(2005 年) 

 
低 中低 中 中高 高 

発地 

(2000 年) 

低 43.3 17 12.7 15.5 11.4 

中低 20.8 36.8 15.3 15.3 11.8 

中 15.2 18.3 33.8 17.4 15.2 

中高 14.1 15.3 13.8 39.9 16.9 

高 12.3 13.6 14.8 18.9 40.4 
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５－４ 所得階層移動 

 

セグリゲーションの形成を考える上で〃もう一つの側面が所得の階層移動である〄移動

によって高所得層や低所得層が空間的に集中しても〃階層移動の流動性が高ければ結果的

にはセグリゲーションは進行しない〄 

所得の階層移動の実態を調べるには〃同一の個人や世帯を長期間追跡調査したパネルデ

ータが必要となる〄さらに本研究では経済的な地位という階層に関心があることから〃所

得に関する調査項目を含んでいなければならない〄こうしたことから〃利用できるデータ

として〃家計経済研究所による「消費生活に関するパネル調査(JPSC)」と慶應義塾大学によ

る「慶應義塾家計パネル調査(KHPS)」がある〄いずれも層化２段無作為抽出法による標本

調査であるが〃大きな違いがいくつかある〄 

前者は 1993 年から毎年行われており〃対象は調査開始時点で 24 歳から 34 歳の女性であ

る（初年度のサンプル数は約 1,500）〄男性については調査対象となった女性以外は対象に

含まれない〄一方〃後者は 2004 年から毎年行われており〃対象は調査開始時点で 20 歳か

ら 69 歳の男女である（初年度のサンプル数は約 4,000）〄樋口ら(2003)は〃JPSC データを用

いて相対五分位間の移動割合から所得階層の固定化について分析した〄その結果として世

帯所得に関しては〃1990 年前半に比べ 2000 年代に入ってからのほうが階層の固定化がみら

れる〄とくに第Ⅰ分位と第Ⅴ分位でこの傾向が強いことを明らかにした29)〄また〃同じ年齢

層内でも固定化が進んでいる〄さらに妻の就業についても言及しており〃「高所得の夫と高

所得の妻」対「高所得の夫と高所得の妻」といった形で格差の拡大が進んでいると考察し

ている〄 

浜田(2007)も同じデータを用いてより長いスパンでの所得格差やその固定化を分析して

おり〃同様に1990年代後半よりも2000年代前半を通した所得の格差のほうが大きく〃長期

間を通じた所得格差が拡大していることが確認できる〄 

石井々山田(2007)は〃KHPS データを用いて２時点間の所得階層間移動を表す遷移確率表

を作成し〃貧困層の動態分析を行っている〄そこから読み取れる階層での定着率によって〃

貧困という現象は全ての人にランダムに起こる現象ではなく〃ある特定の所得層にとって

起こりやすことを明らかにした30)〄特にひとり親世帯や世帯主が低学歴である世帯では継続

的になりやすい〄さらに〃貧困層から突入々脱出する際の大きな要因が雇用者所得や社会

保障給付であることも指摘した〄 

家計経済研究所(2002)によれば〃1994 年調査で所得階層を五分位に分けた時もっとも低い

階層にいた世帯ともっとも高い階層にいた世帯の約半数が８年後の 2002 年調査時において

も同一階層にいることが示されている〄JPSCデータによるものであるので〃サンプルが 1994

年に 25 歳から 35 歳女性を含む世帯と偏りがあることは否めないが〃長期でみても固定化

                                                   
29)

 1994 年と 2001 年において前年から最低所得層にとどまっている割合は 62.8%から 68.9%へ〃前年から最高所得層にと

どまっている割合は 72.4%から 78.9%へといずれも上昇した〄 

30)
 中位所得 150%の高所得層でも階層内の定着性がみられる〄 
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の傾向が続いていることが示唆される結果であるといえる〄また〃毎年の階層内残留率に

ついても分析されている（図５－５）〄近年〃全体としてはほぼ横ばいとなっているが〃年

によって５％程度の変動があることが分かる〄さらに年ごと見ても両端の所得階層での固

定化は強いこと〃特に高所得層での傾向が強いことが確認できる〄 

 
 

 
出典〆家計経済研究所(2002) pp. 85 より転載 

図５－５ 残留率の推移 

 

ここでは〃KHPS のデータを用いて所得階層ごとに５年後にどの階層に属しているかを表

す所得階層の遷移確率表を作成し〃どれくらいの流動性があるかを考察する〄以上のよう

な問題を抱えているが〃それをカバーするデータがないので 2004 年から 2005 年の所得階

層間の移動確率を表した表５－９を遷移確率行列と考える〄来季の所得状態が今期の所得

状態のみに依存すると仮定するマルコフ連鎖を想定し〃５年間での遷移確率を推定したも

のが表５－１０である〄KHPSのデータであるので〃対象は 20から 69歳までの男女である〄

なお〃所得階層は五分位点を基準にし〃低いほうからⅠ～Ⅴとなっている〄 

これをみると〃５年間では一度階層を移動して戻ってきた世帯も合わせればそれほど厳

しい固定化は起こっていないと考えられる〄ただしこれは一人あたりの所得である等価所

得で表されているため〃世帯所得の動態とは少し異なる〄つまり世帯収入が変わらなくて

も〃結婚や離婚〃出産〃子の離家などの世帯員が増減するベントが起こった場合に変動

しやすくなる〄また〃調査対象者の家族でない限り 70 歳以上の高齢者が含まれていないこ

とにも注意すべきであろう〄所得階層の低い多数の高齢者はそれほど所得の変動が予想さ

れないことから低所得のままとどまりやすい〄こうした層を加えればさらに固定化の傾向

は強まるだろう〄さらに先行研究によって〃年によって階層内残留率が異なること〃世帯

によってその遷移確率は毎年独立ではないことなどが明らかになっている〄以上のことを

踏まえれば〃５年間では固定化の傾向はあるが流動性も残されており〃特に中間層ではど

ちら側の階層に行ける確率も高い〄しかし〃全体として階層を低下させる傾向のほうが強
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くみられるので〃１年間単位でみると高所得層での固定化する確率が高くても複数年後に

は低所得増で滞留する確率のほうが高くなることも特徴的である〄 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

表５－９ 所得階層間の遷移確率（2004～2005） 

 
所得五分位(2005) 

(2004) Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

Ⅰ 66.5% 24.4% 5.2% 2.0% 2.0% 

Ⅱ 26.7% 47.2% 19.1% 6.0% 1.0% 

Ⅲ 10.4% 23.3% 42.3% 17.9% 6.0% 

Ⅳ 4.6% 6.6% 23.1% 47.8% 18.0% 

Ⅴ 2.1% 2.6% 4.9% 20.7% 69.7% 

資料〆「慶應義塾家計パネル調査(KHPS)」〃サンプル数 2,693 

 
 
 
 
 

表５－１０ マルコフ連鎖を仮定したときの５年間遷移確率 

   
５年後 

  

現時点 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

Ⅰ 39% 28% 16% 10% 7.0% 

Ⅱ 33% 27% 18% 13% 9.0% 

Ⅲ 25% 24% 20% 17% 14% 

Ⅳ 18% 19% 20% 22% 22% 

Ⅴ 12% 13% 16% 24% 35% 
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５－５ セグリゲーションについての考察 

 

５－６－１ 住宅分布の変動要因 

第３章でもみたとおり〃地域の住宅構成はその地域の所得水準に大きな影響を与える〄

つまり〃持家の割合が多い地域では概して所得水準は高く〃民間賃貸や公営賃貸住宅が多

い地域では低くなる〄国勢調査より〃2000 年から 2005 年にかけて大田区の持家割合の増加

率をみてみると図５－６のようになっている〄一部でその割合を減らした地区がみられる

が〃ほとんどの町丁目で変化なしか増加を経験している〄10％以上も増加した町丁目は 22〃

そのうち 15％以上増加した町丁目は５つある〄特に 15％以上増加した地区は全て大規模マ

ンションが供給された地区である〄例えば〃下丸子は当時マンション激戦区ともいわれ〃

人口は 2000 年の 14,495 人から 2005 年には 21,347 人と大幅に増加した〄多くのマンション

が建設されたこの時期には分譲だけでなく〃賃貸として入居者を集めたものも多い〄賃貸

マンションとして供給された場合〃民間賃貸住宅が増えるため〃相対的に持家の割合が低

下する〄しかし〃これらの立地に関しては明確な規則性がない〄図５－６を見ても分かる

ように〃高所得地域でも低所得地域にもこのような現象がみられる〄 

 

 

図５－６ 持家割合の増加（2000 年～2005 年） 

 

ただし〃以上のようなマンションの大量供給は大田区に限ったことではない〄図５－７

は首都圏の分譲マンションの供給戸数の推移を表したものであるが〃これをみると首都圏

全体の傾向でもあるといえる〄次に都心部でこうしたマンションの大量供給が可能になっ

た要因について需要側と供給側の両面から探っていく〄まず〃供給側の要因としてマンシ

ョン用地の獲得が容易になったことが挙げられる〄その背景には〃不況下での企業の土地

売却や脱工業化による工場の移転々撤退がある〄工業の衰退という点からみると〃図５－

８に示したように東京都における事業所および従業者数は 1990 年以降〃どちらも大きく低

下しており〃2000 年以降もこの傾向は続いている〄特に〃どちらも最大規模を抱える大田
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区ではその影響は一段と大きい〄実際〃先に示した大田区下丸子の例でも多くの新規マン

ションは工場跡地に建設されている〄表５－１１は 2000 年から 2005 年に下丸子地区で建

設された戸数 100 戸以上の大型マンションであるが〃いずれも大きな工場が移転や撤退し

た跡地に造られている〄またバブルが崩壊し〃1990 年代に入ってから地価が暴落していた

こともこれを加速化させた〄さらに〃政府も「世界都市」東京をグローバルな都市間競争

に参加させるために〃民間投資の再開発を奨励し〃国公有地の売却や都市計画々建築規制

の緩和によって住宅建設を推し進めたことも理由になる〄（平山 2006）〄 

 

 
資料〆不動産経済研究所「全国マンション市場動向」 

図５－７ 首都圏のマンション供給戸数の推移 

 

 
資料〆工業統計調査 

図５－８ 東京都の事業所数及び従業者数の推移 

 

表５－１１ 下丸子地区における大型マンション 

住所 マンション名 築年 戸数 建設前用地 新築時価格帯（万円） 

１丁目 サーパスシテゖ下丸子 2005 105 ― 3,220～5,150 

２丁目 ブラウトリエ 2002 428 日本酸素（工場） ― 

２丁目 東京サーハウス 2003 758 三菱精機（工場） 4,990～9,390 

２丁目 シェルズガーデン 2003 486 日本精工（工場） 3,430～7,530 

４丁目 ザ々リバープレス 2004 962 三菱自動車（工場） 1,680～13,910 
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一方で需要側の要因として〃年収倍率の低下や住宅ローン金利の低下などが挙げられる〄

年収倍率は住宅取得者の年収に対して住宅購入価格が何倍かを示したもので〃マンション

の買いやすさを表したものである〄図５－９のように 1980 年代には高い水準にあった東京

都区部での年収倍率はその後低下し続け〃2000年に入ると低水準で推移している〄 

こうしたことに加えて第２次ベビーブームに生まれた世代が住宅購入可能な年齢に達し

たことが 1990 年代後半からの都心回帰を誘引した（平山 2006）〄 

 
 

  
出典〆2006-2015 東京都住宅マスタープラン参考資料より転載 

(http://www.metro.tokyo.jp/INET/KEIKAKU/2007/03/70h3r400.htm) 

図５－９ 東京都における新規分譲マンションの価格と年収倍率の推移 

 
 
 

 
資料〆住宅生産団体連合会「住宅ローン減税及び買い換え事例の実態調査報告」 

図５－１０ 首都圏の分譲マンション購入者の世帯年収の分布（2003 年） 

 
 

個別のデータがないため首都圏のデータを用いるが〃分譲マンション購入者の世帯年収

の分布は図５－１０のように幅広い〄もちろん地域が限定されればもっと分布は狭まるで

あろうが〃大型マンションの場合は多様な価格帯や間取りが組み合わされて構成されてお
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り〃それに応じた世帯が入居してくる〄近年では世帯の縮小という傾向を反映したものも

多い〄平山(2006)はこのような大型マンション内での価格や床面積の差異を垂直分化と呼び〃

上下階均質型〃上階特殊型〃上下階差異型の３つに分類している〄大田区にもこれらに該

当する大型マンションがこの時期に建設されている〄さまざまな所得階層が短期間にかつ

大量に流入することによって地区内での多様性が高まり〃近隣間の地域の類似性を弱めて

いると考えられる〄 

これらの点について〃次では年齢階層別人口の動態から考察していく〄 
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５－６－２ 年齢階級別人口の動態 

 ここでは〃2000年から 2005年にかけて年齢別の社会増減人口の様子を見ることによって〃

地域所得の水準の変動との関連について考えていきたい〄社会増減人口の変動を把握する

ためには〃その変化量を推定する必要がある〄死亡率を考慮した上で〃各年齢層の 2005 年

の人口からその年齢層に対応する 2000 年の人口を引いて推定したものが図５－１１である〄

具体的には i～i+9 歳の人口社会増減は〃 

 

[n+5 年の i～i+9 歳の人口]－[n 年の i-10～i-1 歳の人口] 

×[1－(n～n+4 年の i-10～i-1 歳の人口の死亡率)] 

 

で計算される〄棒グラフの水平面より上は転入超過を〃水平面より下は転出超過を表す〄

また〃図の背景は第４章で推定された地域階層の変化を表している〄データは国勢調査の

小地域集計を用いて町丁目ごとに推定した〄 

 
 
 
 
 
 

 
図５－１１ 年齢階層別人口社会増減（2000～2005 年） 
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図５－６に示した持家割合が急激に増加した地区〃つまり大規模なマンション開発が行

われた地区が多いところでは人口の面でも大きな増加量がみられる〄こうした地区では 30

歳代を中心に人口を伸ばしており〃同時に 20歳以下人口も増加していることから流入の中

心はフゔミリー層であることが推測される〄この層はまた５－３－２でみたように〃世帯

の転居は世帯主年齢が 30 歳から 40 歳のときに起こりやすいという結果と一致する〄住宅

の所有関係に関しても〃民間賃貸住宅やその他住宅からの転居が多いと推測される〄加え

て〃こうした地区に特徴的なのが全年齢層で人口の転入超過がみられることである〄60 歳

を超える高齢層の増加からは〃経済的にゆとりのある老夫婦が永住するために最終的な住

まいとして選ぶような場合などが考えられるであろう〄 

佐藤ら(2007)が市区町村レベルでの空間的階層分化を分析する際に〃東京都区部流入人口

としてマンション新規入居者を代表させているように〃賃貸も含めればマンションの入居

は流入人口の大きな部分を説明できると思われる〄これに加えて矢部(2003)は〃公共住宅の

供給や単身世帯の流入の影響についても指摘しており〃これらを踏まえると外部からのゕ

ンバランスな流入層が流入地の所得によるセグリゲーションにも大きな影響を与えている

のではないかと考えられる〄 

そこで〃今度は所得水準からみた地域階層の変化に着目してみたい〄図５－１１ではそ

れと社会増減人口の関係を表しているが〃大きな人口の社会増減を経験した地区では所得

による地域階層も変化しているところが多く〃地域の所得水準に大きな変動を与えやすい

ことが分かる〄空間的なパターンとしては〃先に述べた持家割合の時と同様にはっきりと

した法則性や傾向は見られない〄以上のように都市内でまばらな人口動態の変化を起こさ

せることが〃地域内での多様化を進め〃経済的な地位という面でも居住分化の傾向を弱め

させているといえる〄 
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５－６－３ 都市内移動の影響 

 ここまで〃おもに外部からの流入という点について住宅分布の変化に目を向けてきたが〃

今度は区内での移動に焦点を当てたい〄５－４でみた所得階層と居住地選択のデータを用

いて〃それぞれの町丁目がどの地域階層からの転入者を受け入れているかを示したものが

図５－１２である〄棒グラフの高さは転入者数〃図の背景は 2005 年の所得水準による地域

階層（五分位）を表している〄 

 

 
図５－１２ 区内移動の町丁目別転入者数（2000～2005 年） 

 
 

転入者数からみると〃中心のごく一部では転入者は少ないが〃全体的な傾向としては中

心市街地のすぐ周辺部に集まる傾向がみられる〄北部の比較的高所得世帯が集まる地域や

羽田空港に近い南東部の端のほうでは区内からの転入者は少ない〄５－１で示した 1995 年

から 2000 年までの人口移動のパターンと比べると〃細かいところでは異なった部分もある

が〃北西部で区内移動が少なく南東部では多いという傾向は続いている〄 

続いて地域階層の面からも見てみる〄５－４でも確認したとおり〃区内移動による流入

者の多数派が同様の階層地域からの移動者である〄地域の所得水準すなわち世帯の所得水

準ではないが〃その経済的地位は似通ったものになっていると思われる〄空間的にも近い

距離にあるので短距離移動が多いことも推測される〄南東部でも所得水準の高いところは

飛地的に移動量が非常に小さいことや〃マンション開発によって比較的高所得層が流入し

た地区でもある程度の低所得地域からの流入者を受け入れている点は興味深い〄 
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５－７ 本章のまとめ 

 

本章では〃居住地移動々居住地選択に影響を与える所得要因に着目して都市内セグリゲ

ーションについて考察し〃東京都大田区を事例に第４章で 2000 年以降の小地域における所

得の空間的分布の動態について実証的に分析した〄 

まず〃転居の発生について世帯要因と地域要因の両面から分析した結果〃どちらも所得

に関する指標の効果が明らかになった〄特に地域要因では高所得世帯が集まる地域ほど転

居が起きやすい〄 

続いて〃都市内移動の居住地選択について地域の所得水準面から分析したところ〃町丁

目単位で経済的に同質な地域間での移動が顕著であった〄しかし〃世帯間の所得階層の移

動と同様に厳しい固定化は見られず〃特に中間層では両端の層に比べて流動性がみられた〄 

このように都市内移動ではまだセグリゲーションの形成に貢献するような移動が行われて

いたが〃第４章で見たように小地域でのセグリゲーションはそれほど進んでいるとはいえ

なかった〄その要因を探るため〃地域の所得水準に大きな影響を与えていると考えられる

住宅の所有形態の分布の変化や人口の社会動態を分析した〄その結果〃大型の新規マンシ

ョン大量供給の立地に大きく左右されることが分かった〄その背景には〃経済状況の悪化

に伴い企業や工場が都心の土地を手放したことによって用地取得が容易になった供給者側

の要因と〃住宅ローン金利の低下や年収倍率の低下という需要者側の要因がある〄これを

きっかけに様々な階層が都心に流入できるようになった〄特に東京都最大の工業地を抱え

る大田区では脱工業化の影響を大きく受けている〄これは自然の流れだけでなく〃グロー

バルな競争に対応した民間投資の再開発や規制緩和などの政策面による要因も指摘できる〄 

地区町村レベルで分析を行っている先行研究と比較すると〃バブル期以降の首都圏内で

は高所得層が流入する地域とそうでない地域に分かれる所得階層による居住地分化が進ん

でいる一方〃小地域レベルではまばらな変化を引き起こし地域内に多様性がもたらされて

いるといえる〄この点については市区町村単位での分析ではとらえきれないものである〄 

しかし〃その裏では先に述べたように都市内移動はセグリゲーションを加速させないま

でも維持する役割を果たしており〃1990 年代後半以降の所得の空間的分布の変化は上で示

したような混在化を進める動きと並行して形成されたと考えられる〄 
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第６章 結論 

 

６－１ 本研究のまとめ 

 

本研究は小地域レベルでの所得の空間的分布の実態を把握した上で〃所得によるセグリ

ゲーションと居住地移動々居住地選択の関連を明らかにし〃所得格差が拡大する 1990 年代

後半から 2000 年代前半の地域内居住分化について実証的に分析することを目的とした〄 

第１章では〃1980年代以降の東京圏における空間的居住分化に関する先行研究を概観し〃

市区町村レベルではおもに高所得層の都心区への集中とそれ以外の層の周辺区への集中と

いうかたちでセグリゲーションが進んでいることが確認された〄特に 1990 年代後半以降の

所得水準には大きな変化があったが〃長期的にみた各市区町村の相対的な空間的階層関係

は比較的安定的であることも先行研究から示された〄 

市区町村レベルでの分析は〃職業などの社会構造と空間構造との関連性をとらえたり〃

政策に反映できるような自治体間格差を示したりするという点で意義があるものだろう〄

しかし〃第２章で示したように地域によっては近隣レベルでの格差やセグリゲーションが

内包されてしまう可能性も指摘できる〄人々が感じる実態に近いといった意味では町丁目

といった小地域な範囲での分析が重要であると考えられる〄 

第３章ではこうした小地域レベルでの分析に対応できる所得の空間的分布の推定を試み

た〄市区町村レベルにおいて対数正規分布に近似された所得分布の対数平均と標準偏差の

パラメータを推定するモデルを構築し〃それを町丁目レベルに当てはめるという小地域推

計の枠組みについて述べた後〃実際に東京都大田区を事例にその所得分布が推計できるこ

とを示した〄 

第４章ではこの方法を用いて推定した 1998 年から 2003 年の所得の空間的分布の変化に

ついて考察を行った〄いくつかの定量的な指標を用いて比較した結果〃明確にセグリゲー

ションが進行しているという事実は見られなかった〄 

第５章では〃特に居住地移動に着目して都市内セグリゲーションについて考察し〃引き

続いて東京都大田区を事例に 2000 年以降の小地域におけるセグリゲーションの動態につい

て実証的に分析した〄その結果〃セグリゲーションにつながる都市内移動と小地域内に多

様性をもたらす短期間でかつ大量の人口流入が大きな傾向として存在していたことが明ら

かになった〄しかし〃前者でも所得階層移動の流動性もあって〃特に中間層での固定化は

それほど強いものではなくなっている〄また後者は〃おもに大型の新規マンション大量供

給の立地と都心回帰人口の所得階層ごとの流入先に大きく左右されるものであり〃その背

景には脱工業化の影響を大きく受けた大田区特有の事情や〃首都圏全体の傾向ともいえる

都市再開発やそれに関する規制緩和などの政策面による要因も指摘できる〄 

以上のことから〃市区町村レベルでのセグリゲーションをさらに加速させていたこうし

た流れが〃小地域レベルでは逆にセグリゲーションを解消し混在化を進める要因として作

用していたと結論付けられる〄  
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６－２ 今後の課題と発展可能性 

 

今後の課題として〃まず用いる指標の問題が挙げられる〄今回用いた所得という指標は

ある意味一時的なものであって〃世帯の経済的地位という意味では正しくとらえきれない

部分もある〄例えば〃継続的貧困と一時的貧困には貯蓄や住宅保有などの資産面でも大き

な違いがあることが分かっている（石井々山田 2007）〄このような潜在的な部分を基準にし

てより異質なものを排除し〃より同質な人が集住する傾向のほうが強いのかもしれない〄 

このような所得階層によるセグリゲーションの影響として〃地域内での軋轢やコミュニ

テゖの分断などが懸念されている〄本研究ではどの程度居住分化が進んでいるかという事

実までしか示していないが〃実際にどれくらいセグリゲーションが形成されたときこうし

た問題が起こるのかということについてはさらなる研究が必要だろう〄これに関連して〃

移動に依らない所得階層の移動の効果については〃今後ミクロな分析に対応できるパネル

データの整備が望まれる〄 

また〃今回は転居という行動として表れたものしか分析しきれていない〄この格差を人々

がどのように受け取っているのかという意識や〃間接的に人に与える影響といった面での

評価も重要であると考えられる〄例えば〃Stutzer(2004)の研究によると〃生活コストを考慮

したとしても日々接触する地域住民のゕスピレーションレベルに影響を受けることで〃自

分の住む地域の平均水準によって所得ゕスピレーションが異なることが分かっている〄こ

れは子供にかける教育費にも影響を及ばすと考えられることから〃教育を通じた階層の固

定化につながる恐れもある〄さらに〃経済的な格差が大きな社会は健康状態に悪影響を及

ぼすという所得格差と健康の関連を探る研究も進んでおり（橋本 2006）〃そこでは所得の絶

対的な水準だけでなく〃相対的な水準つまり地域内所得分布の重要性が明らかになってき

た〄こうした問題を扱う際にも本研究で用いた小地域での所得水準を推定する手法は有効

であると考えられる〄 

最後に〃山田(2008)が示唆しているように地価がマンション立地などの土地利用を規定し

ていたこれまでの相互関係が 2000 年代半ば以降転換しつつあることは〃所得階層ごとの居

住地移動にも大きな影響を及ぼすと考えられることから〃今後の都市内居住分化の動向に

も注目される〄 
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参考資料 

 

A〄住宅々土地統計調査を用いた所得分布の推定 

2003 年に調査が行われた住宅々土地統計調査の集計データは統計局ホームページより入

手できる(http://www.stat.go.jp/data/jyutaku/kekka.htm)〄この集計データから得られる市区町村

別の世帯収入分布を対数正規分布で近似し〃その平均と標準偏差を国勢調査小地域集計か

ら得られる変数によって推計するモデルを構築する〄 

 
 

A－１ 住宅々土地統計調査 

 

住宅々土地統計調査は〃1948 年から５年に一度総務省統計局が〃住宅とそこに居住する

世帯の居住状況〃世帯の保有する土地等の実態を把握し〃その現状と推移を明らかにする

ために行っている調査である〄国勢調査の一般調査区から人口規模等を考慮して層化 2 段

抽出法によって抽出した全国の約 350 万世帯を対象にしている〄住宅需要実態調査と同じ

く〃調査項目の一つに回答者の世帯全員の１年間の税込み収入（世帯収入）の項がある〄

公開されている市区町村別の集計データでは〃表 A-1 のように８区分の階級で表されてい

る〄 

 

表 A-1 公表されている住宅・土地統計調査における世帯年収階級 

世帯年収(万円) 
 

～200 500～700 

200～300 700～1000 

300～400 1000～1500 

400～500 1500～ 
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A－２ 対数正規分布の近似 

 

第３章で示した方法によって〃東京都の各市区町村における所得分布を対数正規分布で

近似した〄東京 23 区について〃計測された対数の平均と標準偏差は表 A-2 の通りである〄 

 

表 A-2 近似関数から求めた平均と標準偏差 

市区町村 平均 標準偏差 
 

市区町村 平均 標準偏差  

千代田区 6.640684 0.76389  
渋谷区 6.102852 0.844497  

中央区 6.467879 0.742356  
中野区 5.954337 0.82107  

港区 6.338655 0.749392  
杉並区 6.056209 0.793445  

新宿区 6.292413 0.826957  
豊島区 5.926934 0.823867  

文京区 6.220122 0.746689  
北区 5.956213 0.749408  

台東区 6.361341 0.813051  
荒川区 5.933492 0.745286  

墨田区 6.247314 0.659231  
板橋区 5.927597 0.74021  

江東区 6.206974 0.643588  
練馬区 6.108009 0.749511  

品川区 6.32271 0.656497  
足立区 5.919761 0.722984  

目黒区 6.271542 0.768832  
葛飾区 6.002243 0.702993  

大田区 6.267543 0.713057  
江戸川区 6.046406 0.699198  

世田谷区 6.251278 0.784703  
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A－３ 平均々標準偏差の推定 

 

A－３－１ 変数 

集計データを用いたことによって〃同じデータから変数を取得することができない

ため〃国勢調査データの市区町村別集計から変数を用意する〄具体的な変数は第３章

で用いたものと同じである〄ただし〃基本統計量は表 A-3 の通りであり〃対象は東京

都市区部である〄 

 
 

A-3 基本統計量 

変数 平均 標準誤差 中央値 標準偏差 最小 最大 標本数 

持家割合 48.6879 1.00989 48.2127 7.06929 33.9476 73.12586 49 

単身世帯割合 40.56 1.37516 39.8717 9.62613 19.0787 57.86425 49 

世帯当たり床面積 65.8775 1.10867 65.7 7.76069 51.1 92.8 49 

世帯当たり床面積(民間賃貸) 36.6918 0.60259 36 4.21815 29.4 48.8 49 

第 3次産業就業者割合 77.177 0.81567 77.3577 5.70970 63.8259 87.56471 49 

失業率 5.60993 0.15957 5.38838 1.11699 2.90998 8.268407 49 

65歳以上人口割合 18.2105 0.23702 18.1435 1.6592 14.2341 22.83426 49 

75歳以上人口割合 7.72668 0.15427 7.89137 1.07992 5.28290 9.969367 49 
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A－３－２ 推定結果 

 

推定結果を表 A-4 および A-5 に示した〄第３章での推定結果と同様〃所得に平均水

準に関しては雇用に関する変数の影響力が大きいことが分かる〄また〃標準偏差は雇

用関連指標のほかに〃単身世帯の割合や高齢化の影響なども大きな効果を持っている

ことが分かる〄 

 
 
 

表 A-4 平均の推定結果 

変数 係数 標準誤差 t値 
 

定数項 5.124356 0.192523 26.617 *** 

第 3産業就業者割合 0.003377 0.00123 2.745 *** 

失業率 -0.03986 0.005972 -6.674 *** 

民間賃貸住宅の世帯当たり床面積 2 0.069356 0.008117 8.545 *** 

サンプル数 
  

50 

𝑅2     
  

0.8058 

ただし〃***は 1%〃**は 5％〃*は 10％で有意を表す〄 

 
 

表 A-5 標準偏差の推定結果 

変数 係数 標準誤差 t 値 
 

定数項 -1.99547 0.423257 -4.715 *** 

単身世帯割合 0.006975 0.001136 6.139 *** 

第３次産業就業者割合 0.004771 0.001215 3.928 *** 

失業率 0.018036 0.005336 3.38 *** 

単身世帯割合×市部ダミー 0.001874 0.00086 2.179 ** 

75歳以上人口割合×市部ダミー -0.00983 0.004814 -2.042 ** 

住宅の世帯当たり面積 0.480132 0.087468 5.489 *** 

サンプル数 
  

50 

𝑅2     
  

0.8133 

ただし〃***は 1%〃**は 5％〃*は 10％で有意を表す〄 
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Aー４ 小地域への適用 

 

：－３までに作成したモデルを国勢調査小地域統計を用いて町丁目ごとの所得分布を推

定する〄方法は第３章と倣っている〄小地域統計からの変数の基本統計量は表 A-6 の通り

であり〃平均世帯収入の推定結果を表 A-7に示した〄 

 
 

表 A-6 基本統計量 

変数 平均 標準誤差 中央値 標準偏差 最小 最大 標本数 

持家割合 48.1911 0.79616 47.9883 10.8873 0.72992 75.8012 187 

単身世帯割合 43.1896 0.65669 43.7395 8.98019 18.2539 64.037 187 

世帯当たり床面積 63.1604 0.98691 60.5 13.4958 38.5 161.5 187 

世帯当たり床面積(民間賃貸) 35.8037 0.58081 34.4 7.942511 26.3 119.9 187 

第 3次産業就業者割合 73.9244 0.33855 74.6746 4.62963 53.8022 85.2272 187 

失業率 4.60630 0.07300 4.62427 0.99832 1.85873 11.323 187 

65歳以上人口割合 18.5588 0.24429 18.7113 3.34063 10.2040 34.8372 187 

75歳以上人口割合 8.12260 0.1348 8.36363 1.84336 3.16098 12.9007 187 

 
 

 
 

表 A-7 小地域推定結果 

平均 569.5327 

標準誤差 6.0296 

中央値 551.3627 

標準偏差 82.45354 

分散 6798.586 

範囲 709.5017 

最小 456.6034 

最大 1166.105 

サンプル数 187 

 


